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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．提出会社は、平成14年11月11日付で、１株につき1.3株の割合で株式分割いたしました。 

３．第16期より、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定

に当たっては「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利

益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

４．第18期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在していないため記載しておりま

せん。第19期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期

純損失であるため、記載しておりません。 

５．第19期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期 

決算年月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 

売上高（百万円） 22,466 23,278 24,714 29,535 32,832 

経常利益（百万円） 1,200 1,538 1,755 1,772 1,257 

当期純利益又は 

当期純損失（△）（百万円） 
359 651 845 969 △2,003 

純資産額（百万円） 9,811 10,433 11,277 12,125 10,996 

総資産額（百万円） 21,150 22,353 24,831 26,933 27,185 

１株当たり純資産額（円） 1,197.32 973.81 1,037.55 1,105.80 926.20 

１株当たり当期純利益又は 

当期純損失（△）（円） 
50.55 57.58 74.89 85.70 △179.69 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益（円） 
44.26 56.78 74.47 － － 

自己資本比率（％） 46.4 46.7 45.4 45.0 40.4 

自己資本利益率（％） 4.14 6.44 7.79 8.29 △17.33 

株価収益率（倍） 30.66 17.75 18.51 17.19 － 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
1,709 2,104 2,236 2,591 1,285 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△2,571 △2,012 △2,917 △1,003 △2,490 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△747 △221 813 △700 1,874 

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円） 
2,637 2,508 2,662 3,549 4,218 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）

（人） 

1,033 

(966) 

924 

(970) 

1,081 

(976) 

1,242 

(1,019) 

1,382 

(1,075) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．平成14年11月11日付で、１株につき1.3株の割合で株式分割いたしました。 

３．第15期の１株当たり配当額は、創立40周年記念配当５円を含んでおります。また、第18期の１株当たり配当

額は、東京証券取引所市場第二部上場記念配当２円を含んでおります。 

４．第16期より、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定

に当たっては「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利

益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

５．第18期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在していないため記載しておりま

せん。第19期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期

純損失であるため、記載しておりません。 

６．第19期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期 

決算年月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 

売上高（百万円） 17,845 18,165 18,427 19,453 20,389 

経常利益（百万円） 1,226 1,319 1,490 1,423 936 

当期純利益又は 

当期純損失（△）（百万円） 
633 554 735 801 △3,508 

資本金（百万円） 2,540 2,551 2,620 2,620 3,171 

発行済株式総数（株） 8,237,072 10,729,010 10,868,121 10,968,121 11,906,487 

純資産額（百万円） 12,557 13,084 13,639 14,223 10,786 

総資産額（百万円） 21,357 22,548 24,095 25,161 22,427 

１株当たり純資産額（円） 1,532.37 1,222.19 1,255.92 1,298.10 908.91 

１株当たり配当額 

（内１株当たり中間配当額）

（円） 

20 

(－) 

15 

(－) 

15 

(－) 

20 

(10) 

20 

(10) 

１株当たり当期純利益又は 

当期純損失（△）（円） 
89.08 48.47 64.96 70.58 △314.78 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
77.99 47.80 64.59 － － 

自己資本比率（％） 58.8 58.0 56.6 56.5 48.1 

自己資本利益率（％） 5.5 4.3 5.5 5.8 △28.1 

株価収益率（倍） 17.40 21.09 21.34 20.87 － 

配当性向（％） 22.45 30.95 23.09 28.34 － 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）

（人） 

782 

(695) 

672 

(707) 

714 

(666) 

768 

(695) 

805 

(714) 



２【沿革】 

 当社の沿革は次の記載にありますように、昭和37年７月設立しました㈱関西医学検査センターを母体として、㈱中

部医学検査センター他５社が独立創業し、関西医学検査センターグループを形成しておりました。昭和63年３月にグ

ループの中核検査施設であり、実質上の存続会社である旧㈱ファルコバイオシステムズを設立して、厳しい業界環境

に対応すべく組織統合、経営規模の拡大のためにグループ各社を吸収合併してきた経緯があります。従いまして、以

下の記述におきましても特段の記載がない限り、全て当社の記載は、実質上の存続会社である旧㈱ファルコバイオシ

ステムズを意味しております。 



年月 事項 

昭和63年３月 ・京都府久世郡久御山町大字田井小字西荒見17番地の１において、資本金60百万円で㈱ファルコ・

バイオシステムズを設立。 

・沖縄県沖縄市に㈱沖縄臨床検査センター(現㈱ファルコバイオシステムズ九州：沖縄営業所)を設

立し、同時に沖縄テクノサイエンスを買収。 

平成元年11月 関西医学検査センター(現㈱ファルコバイオシステムズ)グループの中核検査施設として京都府久

世郡久御山町に総合研究所を竣工。 

平成５年３月 ㈱ファルコバイオシステムズ(本店：名古屋市中川区)を吸収合併。 

平成５年４月 名古屋市中川区に名古屋研究所を設置。 

平成５年５月 本店所在地を、京都府久世郡久御山町から京都市左京区へ移転。 

平成５年９月 ㈱ファルコバイオシステムズ(本店：大阪府枚方市、本店：大阪市天王寺区、本店：神戸市中央

区、本店：奈良県橿原市)の４法人と合併。 

平成５年11月 当社100％出資の子会社として熊本県熊本市に㈱ファルコバイオシステムズ九州を設立。 

平成５年12月 ㈱ファルコイムノシステムズ(現イムノ研究所)と合併。 

平成６年２月 ㈱ファルコバイオシステムズに商号変更。 

平成６年９月 ・株式の額面変更の目的をもって、㈱ファルコバイオシステムズ(形式上の存続会社 本店：京都

市西京区)と合併。 

・㈱ファルコバイオシステムズ(本店：広島市南区)の全株式を取得し、子会社とすると同時に、商

号をファルコバイオシステムズ広島(現㈱ファルコバイオシステムズ西日本)に変更。 

・㈱中国予防医学研究所(現㈱フレスコメディカル)の株式の一部を取得し、子会社とする。 

平成９年４月 ・大阪証券取引所市場第二部並びに京都証券取引所に株式を上場。 

 ・㈱日本臨床研究所の株式の一部を取得し、子会社とする。 

平成９年８月 ㈱東京メディカルリサーチセンターの全株式を取得し、子会社とする。 

平成９年９月 ㈱エルデの株式を追加取得し、子会社とする。 

平成10年３月 ㈱ファルコバイオシステムズ西日本より営業の一部を譲り受ける。 

平成10年４月 ㈱保健医学研究所(現㈱ファルコバイオシステムズ兵庫)の株式の一部を取得し、子会社とする。 

平成10年７月 ㈱保健医学研究所(現㈱ファルコバイオシステムズ兵庫)の株式を追加取得し、100％子会社とす

る。 

平成10年９月 ・㈱肥後臨床検査研究所及び㈱昭和臨床研究所の全株式を取得し、子会社とする。 

・㈱国際生物理化学研究所の株式の一部を取得し、関連会社とする。 

・㈱ファルコバイオシステムズ九州が、㈱ファルコバイオシステムズ沖縄を吸収合併する。 

・㈱フレスコメディカルの株式を追加取得し、100％子会社とする。 

平成11年４月 京都市山科区に調剤薬局１号店ファルコおとわ薬局を開設。 

平成11年９月 ・㈱ファルコバイオシステムズ西日本が、㈱西日本メディコ(現㈱ファルコバイオシステムズ山陰)

の全株式を取得し、子会社とする。 

・㈱熊本臨床検査センターの株式の一部を取得し、子会社とする。 

平成11年10月 ・㈱熊本臨床検査センターの株式を追加取得し、100％子会社とする。 

・㈱昭和臨床研究所並びに㈱日本臨床研究所は、それぞれ㈱ファルコバイオシステムズ関東、㈱フ

ァルコバイオシステムズ東京に商号変更。 

平成11年12月 ㈱ファルコバイオシステムズ東京の株式を追加取得し、100％子会社とする。 

平成12年３月 ファルコおとわ薬局他１店舗を含め調剤薬局事業を、㈱国際生物理化学研究所へ譲渡。 

平成12年５月 食品衛生検査の業務を㈱エルデに移管。㈱エルデは、商号を㈱ファルコライフサイエンスに変更

し、本店を京都市左京区へ移転。 

平成12年９月 ・㈱東京メディカルリサーチセンターが、㈱ファルコバイオシステムズ関東へ臨床検査事業を譲渡

し、同時に商号を㈱アシーニに変更して、本店を大阪市天王寺区に移転。同時に医療情報システ

ムの販売管理(電子カルテ販売など)を開始。 

・㈱国際生物理化学研究所の株式を追加取得し、100％子会社とする。 

平成13年３月 ㈱ファルコバイオシステムズ関東が、㈱ファルコバイオシステムズ東京を吸収合併し、同時に商

号を㈱ファルコバイオシステムズ東京に変更して、本店を東京都世田谷区に移転。 

 



 （注）コスミック㈱は、平成18年10月30日付で本店を大阪市中央区に移転いたしました。 

年月 事項 

平成13年９月 ・㈱国際生物理化学研究所から臨床検査事業を譲受。㈱国際生物理化学研究所は、調剤薬局事業に

特化するとともに、商号を㈱ファルコクリニカルプランに変更し、本店を京都市左京区に移転。 

・㈱ファルコバイオシステムズ兵庫が、㈱ファルコバイオシステムズ山陰の株式の一部を取得し、

子会社とする。 

平成14年９月 ・㈱熊本臨床検査センターは、㈱ファルコバイオシステムズ九州及び㈱肥後臨床検査研究所から臨

床検査事業を譲り受けると同時に、商号を㈱ファルコバイオシステムズ九州に変更。 

・㈱ファルコバイオシステムズ九州及び㈱肥後臨床検査研究所は、本店を大阪府枚方市に移転。 

・㈱ファルコバイオシステムズ九州(旧㈱熊本臨床検査センター)は、㈲ピーシーテック(本店：大

分県別府市)の出資持分全部を取得し、子会社とする。 

平成14年10月 ㈱ファルコバイオシステムズ福井(本店：福井県福井市)の全株式を取得し、子会社とする。 

平成15年１月 ・㈱肥後臨床検査研究所が、㈱ファルコバイオシステムズ九州(本店:大阪府枚方市)を吸収合併。 

・本店所在地を京都市左京区から京都市中京区へ移転。 

平成15年９月 ・㈱アシーニを吸収合併。 

・㈱ファルコバイオシステムズ九州(本店:熊本県熊本市)が、㈲ピーシーテック（本店：大分県別

府市)を吸収合併。 

・㈱肥後臨床検査研究所(本店:大阪府枚方市)は、商号を㈱ファルココミュニケーションズに変更

し、本店を京都市中京区に移転。 

平成16年３月 チューリップ調剤㈱(本店：富山県富山市)の全株式を取得し、子会社とする。 

平成16年10月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場。  

平成17年１月 ㈲飛騨臨床検査センター（本店：岐阜県高山市）の出資持分の一部を取得し、子会社とする。 

平成17年３月  ・㈱プロット（本店：京都市左京区）の株式の一部を取得し、子会社とする。 

 ・㈱ファーマプロット（本店：京都市左京区）及び㈱MINORI（本店：京都市左京区）の全株式を取 

  得し、子会社とする。 

平成17年５月    ㈱プロットの株式を株式交換により追加取得し、完全子会社とする。 

平成17年９月  ・東京証券取引所、大阪証券取引所の市場第一部に指定。 

・㈱ファルコバイオシステムズ東京を吸収合併。 

平成18年２月   Hitzコスミック㈱(本店:大阪市西区)の全株式を取得し、子会社とする。 

平成18年３月  ・㈱志太医研（本店：静岡県藤枝市）の全株式を取得し、子会社とする。 

・㈱東予中検（本店：愛媛県新居浜市）の株式の一部を取得し、子会社とする。 

・㈱ファーマプロットが、㈱プロットを吸収合併。 

平成18年７月   Hitzコスミック㈱は、商号をコスミック㈱に変更いたしました。 



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社と連結子会社16社で構成され、臨床検査事業及び周辺事業、並びに調剤薬局事業を行ってお

ります。 

 当社グループの事業内容及び当社と連結子会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

 なお、次の２部門は「第５ 経理の状況 １連結財務諸表等（１）連結財務諸表 注記事項」に掲げる事業の種類

別セグメント情報の区分と同一であります。 

（臨床検査事業及び周辺事業） 

 当社のほか、㈱ファルコバイオシステムズ西日本、㈱ファルコバイオシステムズ兵庫、㈱ファルコバイオシステム

ズ九州、㈱ファルコバイオシステムズ山陰、㈱ファルコバイオシステムズ福井、㈲飛騨臨床検査センター、㈱志太医

研、㈱東予中検の８社は、各地の病院及び診療所等から臨床検査を受託しております。また、㈱ファルココミュニケ

ーションズは、当社から臨床検体検査に係る営業を受託しております。 

 その周辺事業として、㈱フレスコメディカルが検査用消耗品の販売を、㈱ファルコライフサイエンスが主に食品衛

生・環境検査の受託を、コスミック㈱が医療情報システムの開発・販売を行っております。 

（調剤薬局事業）   

 ㈱ファルコクリニカルプラン、チューリップ調剤㈱、㈱ファーマプロット及び㈱MINORIの４社は、調剤薬局の運営

を行っております。 



（注）１．当社は、平成17年９月21日付で㈱ファルコバイオシステムズ東京を吸収合併いたしました。 

２．㈱ファルココミュニケーションズは、平成17年９月21日付で、当社より臨床検体検査に係る営業の受託を開

始いたしました。 

３．当社は、平成18年２月28日付でHitzコスミック㈱（本店：大阪市西区）(現、コスミック㈱、本店:大阪市中

央区)の全株式を取得し、子会社といたしました。 

４．当社は、平成18年３月22日付で㈱志太医研（本店：静岡県藤枝市）の全株式を取得し、子会社といたしまし

た。 

５．当社は、平成18年３月22日付で㈱東予中検（本店：愛媛県新居浜市）の株式の一部を取得し、子会社といた

しました。 

６．㈱ファーマプロットは、平成18年３月22日付で㈱プロットを吸収合併いたしました。 



４【関係会社の状況】 

(1）連結子会社 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業 
の内容 

議決権の所
有（又は被
所有）割合
（％） 

関係内容 

㈱ファルコバイオ

システムズ西日本 

広島市 

南区 
10 

臨床検査受託業

務 
100 

当社が臨床検査の営業を委託し、臨床

検査を受託しております。 

役員の兼任あり 

㈱フレスコメディ

カル 

京都市 

左京区 
10 

医療用具・検査

用消耗品の販売 
100 

当社が検体搬送を委託し、検査用消耗

品を購入しております。 

当社が建物を賃貸借しております。 

役員の兼任あり 

㈱ファルコバイオ

システムズ兵庫 

神戸市 

北区 
50 

臨床検査受託業

務 
100 

当社が臨床検査を受託しております。 

当社が建物を賃貸借しております。 

役員の兼任あり 

㈱ファルコライフ

サイエンス 

京都市 

左京区 
40 

食品衛生・環境

検査受託業務 
100 

当社が食品検査を委託し、遺伝子組換

え食品検査を受託しております。 

当社が土地及び建物を賃貸しておりま

す。 

役員の兼任あり 

㈱ファルココミュ

ニケーションズ 

（注）３ 

京都市 

中京区 
50 

臨床検査に係る

営業の受託業務 
100 

当社が臨床検査の営業を委託しており

ます。 

当社が建物を賃貸しております。 

役員の兼任あり 

㈱ファルコクリニ

カルプラン 

京都市 

中京区 
10 調剤薬局の経営 100 

当社が建物を賃貸しております。 

役員の兼任あり 

㈱ファルコバイオ

システムズ九州 

熊本県 

熊本市 
10 

臨床検査受託業

務 
100 

当社が臨床検査を受託しております。 

当社が建物を賃借しております。 

役員の兼任あり 

㈱ファルコバイオ

システムズ山陰 

鳥取県 

米子市 
10 

臨床検査受託業

務 

100 

(26.2) 

当社が臨床検査を受託しております。 

役員の兼任あり 

㈱ファルコバイオ

システムズ福井 

福井県 

福井市 
15 

臨床検査受託業

務 
100 

当社が臨床検査を受託しております。 

 当社が建物を賃貸しております。 

役員の兼任あり 

チューリップ調剤

㈱ (注）１、10 

富山県 

富山市 
443 調剤薬局の経営 100 役員の兼任あり 

㈲飛騨臨床検査セ

ンター 

岐阜県 

高山市 
26 

臨床検査受託業

務 
88.5 役員の兼任あり 

㈱ファーマプロッ

ト（注）５ 

京都市 

左京区 
20 調剤薬局の経営 100 役員の兼任あり 

㈱MINORI 
京都市 

左京区 
15 調剤薬局の経営 100 役員の兼任あり 

コスミック㈱

（注）６ 

大阪市 

西区 
150 

医療情報システ

ムの開発・販売

業務 

100 

当社が医療情報システム開発を委託し

ております。 

役員の兼任あり 

㈱志太医研 

（注）７ 

静岡県 

藤枝市 
10 

臨床検査受託業

務 
100 

当社が臨床検査を受託しております。 

役員の兼任あり 

㈱東予中検 

（注）８ 

愛媛県 

新居浜市 
10 

臨床検査受託業

務 
98.1 

当社が臨床検査を受託しております。 

当社が土地及び建物を賃貸しておりま

す。 

役員の兼任あり 



 （注）１．特定子会社に該当しております。 

２．上記の子会社のうちには、有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

３．㈱ファルココミュニケーションズは、平成18年９月21日付で臨床検体検査に係る営業の受託を開始いたし

ました。 

４．当社は、平成17年９月21日付で㈱ファルコバイオシステムズ東京を吸収合併いたしました。 

５．㈱ファーマプロットは、平成18年３月22日付で㈱プロットを吸収合併いたしました。 

６．コスミック㈱は、当社が平成18年２月28日付でHitzコスミック㈱(平成18年７月１日付で、コスミック㈱へ

商号変更)の全株式を取得し、子会社としたことによるものです。なお同社は、平成18年10月30日付で本店を

大阪市中央区に移転いたしました。 

７. ㈱志太医研は、当社が平成18年３月22日付で全株式を取得し、子会社としたことによるものです。 

８．㈱東予中検は、当社が平成18年３月22日付で株式の一部を取得し、子会社としたことによるものです。 

９．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有の割合で内数であります。 

10．チューリップ調剤㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割

合が10％を超えております。 

  主要な損益情報等  （１）売上高    4,490百万円 

            （２）経常利益   210百万円 

            （３）当期純利益 124百万円 

                     （４）純資産額   742百万円 

                     （５）総資産額  1,978百万円 

(2）持分法適用関連会社 

 該当事項はありません。 

(3）その他の関係会社 

 該当事項はありません。 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員（当社グループからグループ外への出向者は除く）であります。 

     ２．従業員数欄の（外数）は、パートタイマー及びアルバイトの年間平均雇用人員であります。 

     ３．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。 

  ４．従業員数は、前連結会計年度末に比べて140名増加しております。 

  その主な要因は、コスミック㈱、㈱志太医研、㈱東予中検を当連結会計年度より連結子会社としたことによ

り92名増加したこと、また調剤薬局事業において、新規店舗の開設等により従業員数が25名増加したことなど

によるものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）であります。 

２．従業員数欄の（外数）は、パートタイマー及びアルバイトの年間平均雇用人員であります。 

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年９月20日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

臨床検査事業及び周辺事業 1,002 (1,013) 

調剤薬局事業 320 (60) 

全社（共通） 60 (2) 

合計 1,382 (1,075) 

  平成18年９月20日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

805  (714) 37.5 10.5 4,946,410 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度における受託臨床検査市場及び調剤薬局市場におきましては、増加する医療費を抑制するための

施策や医療制度改革が継続的に行われており、平成18年４月の診療報酬改定において検体検査に係る保険点数及び

調剤の薬価が引き下げられるなど、厳しい市場環境で推移いたしました。また、近年活発化しておりました検査室

のアウトソーシング化は、今回の診療報酬改定において、一定基準を満たしている施設について診療報酬が加算さ

れることになったため、大手医療機関を中心に減速傾向となりました。 

 このような経営環境のもと、当社グループは、基幹事業である臨床検査事業につきましては、Ｍ＆Ａによる営業

エリアの拡大、新規顧客の獲得などによる売上の増加を図る一方、グループ会社の再編による業務の効率化、受託

単価の適正化・維持及び検査原価の低減などに取り組むことにより収益力の向上に努めてまいりました。また、東

海地域の検体検査の増加に対応するため平成19年７月の稼働に向け、東海中央研究所の建設に着手いたしました。

さらに、当社総合研究所において、臨床検査室における品質マネジメントシステムの国際規格であるISO15189の認

定を取得するなど、品質の向上に努めてまいりました。 

  調剤薬局事業につきましては、新規出店の積極推進による営業エリアの拡大に努めるとともに、スケールメリッ

トを追求した店舗運営及び店舗別の収益管理を徹底することにより業務の効率化と収益力の向上に努めてまいりま

した。 

 このような取り組みにより、当連結会計年度の売上高は32,832百万円(前期比11.2％増)と増収になりましたが、

検査室の運営を受託している施設の収益改善の遅れ、花粉アレルギー検査の減少などにより、経常利益は1,257百

万円(前期比29.1％減)となりました。当期純利益は、連結調整勘定（のれん）の一括償却2,268百万円を特別損失

に計上したことなどにより、2,003百万円の当期純損失（前連結会計年度は当期純利益969百万円）となりました。

 事業の種類別セグメントの状況は、次のとおりであります。 

     ① 臨床検査事業及び周辺事業 

 臨床検査事業につきましては、新規顧客の獲得並びに平成18年３月に㈱志太医研（本店：静岡県藤枝市）及び㈱

東予中検（本店：愛媛県新居浜市）を子会社化したことなどにより、売上高は増加いたしました。また、平成17年

９月に㈱ファルコバイオシステムズ東京を吸収合併し、グループ会社の再編による業務の効率化、コスト削減に努

めてまいりました。 

  ヒト遺伝子検査につきましては、ＢＲＣＡ１、ＢＲＣＡ２遺伝子の臨床研究を引き続き進めてまいりました。ま

た、平成17年12月にアンジェスＭＧ㈱と遺伝子医薬開発に関わる遺伝子検査・測定試験などの構築に関する共同事

業契約及び同社の子会社であるジェノミディア㈱と新たに同定された疾患関連遺伝子を対象とする遺伝子検査法の

開発に関する共同事業契約を締結いたしました。さらに、平成18年３月に財団法人岡山県産業振興財団から国立大

学法人岡山大学が開発した大腸がんスクリーニングに有用な遺伝子のメチル化を検出する検査方法に関する特許の

独占的実施権を含む権利を取得いたしました。加えて、８月には米国におけるファーマコゲノミクス（※１）事業

のパイオニアとして知られるジェントリス・コーポレーションと同社がこれまで蓄積してきたノウハウ等の日本国

内における独占的使用権許諾と同事業の実施について業務提携契約を締結いたしました。 

 周辺事業は、主として医療情報化事業と食品衛生・環境検査事業であります。医療情報化事業につきましては、

臨床検査事業のネットワークを活用した営業展開により、電子カルテの受注は順調に推移いたしました。また、平

成18年２月に同事業の事業領域の拡大・強化を図るため、医療情報システムの開発を専門に行っているHitzコスミ

ック㈱（本店：大阪市西区）（現、コスミック㈱、本店：大阪市中央区）を子会社化いたしました。 

  食品衛生・環境検査事業につきましては、食品アレルギー検査及び厨房などの衛生検査の受託が順調に推移いた

しました。 

 このような取り組みにより、臨床検査事業及び周辺事業の売上高は23,464百万円(前期比4.9％増)となりまし

た。   

     （※１）ファーマコゲノミクスは、一人ひとりのゲノム情報を基に適切な治療薬を選択するいわゆる「オーダーメ

ード医療」の実現に向けて、医薬品開発や薬物治療への本格的導入が検討されている理論体系のことで、薬

理ゲノム学と称されることもあります。 

 ② 調剤薬局事業 

  調剤薬局事業につきましては、売上の拡大と店舗運営の効率化による収益力の向上を図るため、新規店舗の開局

を積極的に進めるとともに、不採算店舗の閉鎖を推進したことにより、当社グループで合計９店舗開局（フランチ

ャイズ店１店舗含む）及び１店舗閉局いたしました。この結果、当社グループが運営する調剤薬局等店舗総数は69

店舗（フランチャイズ店２店舗含む）となりました。 

  既存店舗につきましては、電子薬歴システム及び音声入力システムの導入を進め、安全性と質の高い調剤薬局を



目指すとともに、良質な医療サービスを提供することにより顧客満足度の向上に努めてまいりました。 

  このような取り組みにより、調剤薬局事業の売上高は9,368百万円(前期比30.5％増)となりました。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における連結ベ－スの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

669百万円増加し、当連結会計年度末には4,218百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動の結果得られた資金は1,285百万円であり、前連結会計年度に比べ1,305百万円減少いたしました。これは

主に、のれん（連結調整勘定）償却前の税金等調整前当期純利益が723百万円減少したこと及び仕入債務が607百万円

減少したことなどによるものです。   

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動の結果使用した資金は2,490百万円であり、前連結会計年度に比べ1,486百万円増加いたしました。これは

主に、有形固定資産の取得による支出が458百万円増加したこと、投資有価証券の売却による収入が441百万円減少し

たこと及び子会社株式取得による支出が156百万円増加したことなどによるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動の結果得られた資金は1,874百万円（前連結会計年度は700百万円の使用）でありました。これは主に、新

株予約権付社債の発行よる収入1,500百万円を計上したこと及び短期借入金の純増減額が1,110百万円増加したことな

どによるものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

 （注）１．金額は、販売価額で表示しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

（２）受注状況 

 検査受託から報告までの所要日数が極めて短いため、常に受注残高は僅少であり、期中の受注高と販売実績とが

ほぼ対応するため記載を省略しております。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．主要顧客（総販売実績に対する割合が10％以上）に該当するものはありません。 

（１）生産実績 

      当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメント及び検査区分別に示すと、次のとおりであります。 

事業の種類別セグメント及び検査区分の名称 
当連結会計年度(自 平成17年９月21日 至 平成18年９月20日) 

金額（百万円） 構成比(％) 前年同期比（％) 

  生化学的検査 6,646 20.2 104.7 

  血清学的検査 2,596 7.9 96.7 

  血液学的検査 2,260 6.9 103.3 

 臨床検査事業  寄生虫学的検査 626 1.9 103.3 

 及び周辺事業  微生物学的検査 2,058 6.3 101.1 

  病理学的検査 1,835 5.6 111.5 

  特殊検査他 7,440 22.7 108.8 

 小計 23,464 71.5 104.9 

  調剤薬局事業 9,368 28.5 130.5 

合計 32,832 100.0 111.2 

（３）販売実績 

    当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメント及び検査区分別に示すと、次のとおりであります。 

事業の種類別セグメント及び検査区分の名称 
当連結会計年度(自 平成17年９月21日 至 平成18年９月20日) 

金額（百万円） 構成比(％) 前年同期比（％) 

  生化学的検査 6,646 20.2 104.7 

  血清学的検査 2,596 7.9 96.7 

  血液学的検査 2,260 6.9 103.3 

 臨床検査事業  寄生虫学的検査 626 1.9 103.3 

 及び周辺事業  微生物学的検査 2,058 6.3 101.1 

  病理学的検査 1,835 5.6 111.5 

  特殊検査他 7,440 22.7 108.8 

 小計 23,464 71.5 104.9 

  調剤薬局事業 9,368 28.5 130.5 

合計 32,832 100.0 111.2 



３【対処すべき課題】 

      医療業界は、診療報酬及び薬価の改定など医療費抑制策や医療制度改革が継続的に実施されており、厳しい市場環

境が続くものと思われます。 

 このような環境のもと、当社グループは、いかなる状況にも対処できる強固な企業体質、収益基盤の構築を最重要

課題として取り組んでまいります。 

 臨床検査事業につきましては、新規検査項目の拡充並びに新規顧客の獲得に努めるとともに、顧客ニーズに即した

提案営業を強化し、顧客満足度の向上を通じ、売上並びに営業基盤の拡大に取り組む一方、検査原価の低減、検査室

の運営を受託している施設のコスト構造の見直し及びグループ会社の再編、検査・営業体制の効率化など収益力の向

上に努めてまいります。 

  また、医薬品開発におけるファーマコゲノミクスを新たに加えた治験検査需要の拡大及び臨床検査としてのヒト遺

伝子検査の普及が見込まれるため、製薬会社、大学など研究機関からの治験検査及び医療機関からのヒト遺伝子検査

の受託体制の強化を図り、これらを臨床検査事業、調剤薬局事業に次ぐ第三の柱と位置付け、バイオ事業としての拡

大発展を目指してまいります。 

 医療情報化事業につきましては、厚生労働省が全国の400床以上の病院及び全診療所の６割以上に電子カルテの導

入を目標として掲げていること、また、平成18年４月の診療報酬改定において医療ＩＴ化の電子加算が新設されたこ

とによって、電子カルテの普及に向けた環境が整備されてきております。引き続き臨床検査事業のネットワークを活

用して電子カルテの販売活動を積極的に展開するとともに、コスミック㈱と一体となった事業展開を図ってまいりま

す。 

  食品衛生・環境検査事業につきましては、検査体制の見直し、業務の効率化、収益力の向上を図るとともに、新規

検査項目を拡充し、売上増に努めてまいります。 

 調剤薬局事業につきましては、引き続き店舗の収益管理を徹底するとともに、薬剤師の知識及びスキルの向上によ

り良質な医療サービスを提供し、顧客満足度の向上に努めてまいります。また、店舗展開を推進し、事業規模の拡大

を図るとともにスケールメリットによるコスト削減に努め、収益力の向上を図ってまいります。 



４【事業等のリスク】 

  当社グループの経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性のある重要なリスク並びに要因については、以下

に記載いたしますが、これらに限定されるものではありません。 

  なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成18年12月15日現在）において当社グループが判

断したものであります。 

 （1）臨床検査事業の法的規制について 

  当社グループが実施する臨床検査事業は、「臨床検査技師等に関する法律」により衛生検査所が所在する都道府

県知事の許可を必要とし、衛生検査所の設備、管理組織等の面において、同法に基づく規制が実施されておりま

す。万一、法令違反により、営業停止又は取消を受けることとなった場合、当社グループの経営成績及び財政状態

に影響を及ぼす可能性があります。 

 （2）調剤薬局事業に対する法的規制について 

  当社グループが実施する調剤薬局事業は、「薬事法」や「健康保険法」等により各都道府県知事の許可並びに地

方社会保険事務局長の指定等を必要とし、調剤薬局の設備、管理組織等の面において、同法等に基づく規制が実施

されております。万一、法令違反により、営業停止又は取消を受けることとなった場合、当社グループの経営成績

及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 （3）その他法的規制について 

 上記の臨床検査事業及び調剤薬局事業の法的規制以外にも独占禁止、租税、環境等様々な公的規制を受けており

ます。 

 万一規制を遵守できなかった場合、制裁金等が課される可能性があり、さらに今後規制が強化されたり、大幅な

変更がなされた場合、当社グループの活動が規制されたり、規制遵守のためないし、規制内容の変更に対応するた

めのコストが発生する可能性があり、これらの規制は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 （4）検査保険点数の改定について 

  当社グループが実施する臨床検査に係る検査保険点数は、「健康保険法」の規定により厚生労働省が決定してお

ります。同省の医療費抑制政策により、２年毎に検査保険点数の引き下げが慣例となっており、今後、健康保険法

の改定が行われ検査保険点数が引き下げられた場合、臨床検査事業の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 （5）薬価並びに調剤報酬の改定について 

  当社グループが実施する調剤薬局事業に係る薬価並びに調剤報酬は、「健康保険法」の規定により厚生労働省が

決定しております。同省の医療費抑制政策により、２年毎に薬価並びに調剤報酬の引き下げが慣例となっており、

今後、健康保険法の改定が行われ薬価並びに調剤報酬が引き下げられた場合、調剤薬局事業の業績に影響を及ぼす

可能性があります。 

許認可の名称 有効期限 関連する法令 登録等の交付者 

衛生検査所登録 － 臨床検査技師等に関する法律 各都道府県知事 

許認可等の名称 有効期限 関連する法令 登録者の交付者 

薬局開設許可 ６年 薬事法 各都道府県知事 

保険薬局指定 ６年 健康保険法 地方社会保険事務局長 

麻薬小売業者免許 １年 麻薬及び向精神薬取締法 各都道府県知事 

医療用具販売業届出 － 薬事法 各都道府県知事 



 （6）検査過誤及び調剤過誤について 

  当社グループが実施する臨床検査事業に係る検査過誤を防止するため、標準作業手順書に基づく作業の徹底と精

度管理体制を整えるとともに、細心の注意を払い検査業務を行っておりますが、万一、検査過誤等による訴訟等が

生じた場合、信用失墜や賠償責任等により当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  また、調剤薬局事業に係る調剤過誤を防止するために「調剤ミス防止ＩＴシステム」等を順次導入し、ミス防止

体制を整えるとともに、細心の注意を払い調剤業務を行っておりますが、万一、調剤過誤等による訴訟等が生じた

場合、信用失墜や賠償責任等により当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 （7）情報保護について 

  当社グループの事業において、事業活動上多くの個人・顧客情報を取り扱っており、その保護に努めております

が、万一、情報が外部に流出した場合、信用失墜や賠償責任等により当社グループの経営成績及び財政状態に影響

を及ぼす可能性があります。 

 （8）ヒト遺伝子検査市場について 

  今日、遺伝子解析技術の進展に伴い、ヒト遺伝子検査の市場が拡大しております。ヒト遺伝子検査の最終目標

は、人の疾病感受性や体質の診断によるテーラメード医療であります。この市場は、ゲノム解析が進むにつれて広

がっていく市場であり、当社は、平成12年２月１日にミリアド・ジェネティックス社（米国：ユタ州）との間で、

同社が米国において保有する遺伝性乳がん・卵巣がんの原因となるＢＲＣＡ１／ＢＲＣＡ２の遺伝子配列特許（日

本では平成13年10月19日にＢＲＣＡ１、平成15年７月25日にＢＲＣＡ２の特許が成立）を用いた発症リスクの判定

に関する日本国内における独占使用権及び同社の持つ遺伝子検査技術の供与の許諾契約を締結いたしました。しか

しながら、本契約の永続性並びに想定どおりの成果が得られるという保証はありません。 

 （9）企業買収等について 

  当社グループは、企業買収及び資本参加を含む投資による事業の拡大を企画することがあります。当社グループ

は対象事業との統合効果を最大限に高めるために当社グループの経営戦略等を図りますが、期待した利益やシナジ

ー効果をあげられる保証はありません。 

（10）減損処理について 

  今後、企業買収等により取得した子会社株式において、当初想定していた超過収益力が低下した場合、関係会社

株式（簿価：2,863百万円）の減損処理等によって、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性が

あります。 

（11）固定資産の価値減少について 

  平成17年４月１日以後開始する事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」が適用されております。今後、

固定資産の減損会計の適用に伴い、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

（12）子会社の統廃合について 

  当社は、競争力強化のため買収した子会社の統廃合を実施しております。今後、子会社の統廃合を実施した場

合、当社の財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

（13）災害、事故等に起因する事業活動の停止、制約等について 

  当社グループの各事業所が、大規模な台風、地震等の自然災害に見舞われた場合は操業に支障が生じ、業績に影

響を及ぼす可能性があります。また、重大な労働災害、設備事故等が発生した場合には事業活動の停止、制約等に

より、業績に影響を及ぼす可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

    当社の主な技術導入契約は次のとおりであります。 

６【研究開発活動】 

  該当事項はありません。 

契約会社名 相手方の名称 国名 契約内容 契約期間 

㈱ファルコバイ

オシステムズ 

ジェネティック・

アイディー社 
米国 

遺伝子組換え食品検査に関する技

術供与の許諾 

平成12年１月30日から５年間

（以後１年毎の自動更新） 

㈱ファルコバイ

オシステムズ 

ミリアド・ジェネ

ティックス社 
米国 

ヒト遺伝子配列特許の日本国内独

占使用権及び遺伝子検査の技術供

与の許諾 

平成12年２月１日から日本国

内における契約締結先の特許

権（今後、取得するものを含

む）が失効するまで 

㈱ファルコバイ

オシステムズ 
アンジェスＭＧ㈱  日本 

遺伝子治療用医薬品及び核酸医薬

開発に関する技術情報の使用許諾 

平成17年12月21日から５年間 

（以後１年毎の自動更新） 

㈱ファルコバイ

オシステムズ 
ジェノミディア㈱ 日本 

特定分野に係る遺伝子検査法に関

する独占実施権の許諾 
平成17年12月21日から５年間 

㈱ファルコバイ

オシステムズ 

ジェントリス・コ

ーポレーション 
米国 

ファーマコゲノミクス事業のノウ

ハウ、特許、商標等の日本国内独

占使用権の許諾 

平成18年８月21日から10年間 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

     文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成18年12月15日現在）において当社グループが判

断したものであります。 

  

（1）重要な会計方針及び見積り 

  当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成にあたり採用している重要な会計方針は、「第５ 経理の状況 １連結財務諸

表等（1）連結財務諸表 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載されているとおりでありま

す。当社の連結財務諸表の作成において、損益又は資産の状況に影響を与える見積り及び判断は、過去の実績やそ

の時点で入手可能な情報に基づいた合理的と考えられるさまざまな要因を考慮したうえで行っておりますが、実際

の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。 

  当社グループでは、見積り及び判断に影響を及ぼす重要な会計方針として以下のものがあると考えております。

① 子会社への投資に係る損失の計上 

  将来、子会社の財務状況が悪化した場合、連結調整勘定（のれん）の償却期間の見直し及び子会社株式評価の見

直しなどにより損失を計上する可能性があります。 

② 退職給付費用 

  当社グループの従業員の退職給付に備えるための退職給付費用及び債務は、数理計算上で設定されている割引

率、将来の給与水準、退職率等の前提条件や期待運用益率に基づいて算出しております。実際の結果が前提条件と

異なる場合、又は前提条件が変更された場合、その影響は累積され、将来にわたって規則的に認識されるため、 

一般的には将来期間において認識される費用及び債務に影響を与える可能性があります。 

  

（2）当連結会計年度の経営成績及び財政状態の分析 

① 経営成績 

（売上高） 

  当連結会計年度における売上高は、臨床検査事業及び周辺事業において、Hitzコスミック㈱（現、コスミック

㈱）、㈱志太医研及び㈱東予中検を子会社化したこと、また調剤薬局事業において、平成17年３月に子会社化した

ファーマプロットグループの売上が通期貢献したこと並びにグループ全体で新規店舗の開局を推進したことなどに

より、前連結会計年度に比べ11.2％増加し、32,832百万円となりました。 

（売上原価、販売費及び一般管理費） 

  売上原価は、Hitzコスミック㈱（現、コスミック㈱）の子会社化による製造原価の増加、㈱志太医研及び㈱東予

中検の子会社化などによる検査原価の増加並びに調剤薬局の売上拡大による調剤原価の増加などにともない、前連

結会計年度に比べ18.9％増加し、20,693百万円となりました。 

  販売費及び一般管理費は、Ｍ＆Ａに伴う人件費及び経費の増加、ヒト遺伝子検査の研究開発費用の増加などによ

り、前連結会計年度に比べ5.6％増加し、10,909百万円となりました。          

      （営業利益） 

  営業利益は、検査室の運営を受託している施設の収益改善の遅れ、花粉アレルギー検査の減少、ヒト遺伝子検査

の研究開発費用の増加などにより、前連結会計年度に比べ31.5％減少し、1,229百万円となりました。 

      （営業外損益） 

  営業外収益は、前連結会計年度に比べほぼ横ばいの169百万円となりました。 

  営業外費用は、前連結会計年度に計上した上場関連費用がなくなったことなどにより26.3％減少し、141百万円

となりました。 

      （経常利益） 

        経常利益は、営業利益の減少により、前連結会計年度より29.1％減少し、1,257百万円となりました。 

      （特別損益） 

  特別利益は、退職給付制度を一部変更したことによる利益を計上したことなどにより、前連結会計年度より267

百万円増加し、283百万円となりました。 

  特別損失は、連結調整勘定（のれん）を一括償却したことなどにより、前連結会計年度より2,814百万円増加

し、2,848百万円となりました。 

      （税金等調整前当期純利益） 

        税金等調整前当期純利益は、特別損失の増加などにより、1,306百万円の税金等調整前当期純損失（前連結会計

年度は1,755百万円の税金等調整前当期純利益）となりました。 

      （法人税等） 

  法人税等は、税金等調整前当期純利益の減少により10.5％減少し、695百万円となりました。 



      （少数株主利益） 

  少数株主利益は、前連結会計年度より97.2％減少し、０百万円となりました。 

      （当期純利益） 

        当連結会計年度における当期純利益は、以上の要因から2,003百万円の当期純損失（前連結会計年度は969百万円

の当期純利益）となりました。 

  

② 財政状態 

      （資産） 

  当連結会計年度末における資産残高は、連結調整勘定（のれん）を一括償却いたしましたが、当連結会計年度に

おいて、新規に３社を子会社化したことなどにより、前連結会計年度末より252百万円（0.9％）増加し、27,185百

万円となりました。 

        流動資産は、主に現金預金及び売上債権などが増加したことなどにより、前連結会計年度末より1,388百万円

（13.3％）増加し、11,805百万円となりました。 

  固定資産は、主に連結調整勘定（のれん）を一括償却したことなどにより、前連結会計年度末より1,136百万円

（6.9％）減少し、15,380百万円となりました。 

      （負債） 

  負債残高は、主に長期借入金が増加したことなどにより、前連結会計年度末より1,389百万円（9.4％）増加し、

16,189百万円となりました。 

  流動負債は、主に短期借入金が減少したことなどにより、前連結会計年度末より198百万円（1.7％）減少し、

11,173百万円となりました。 

  固定負債は、主に長期借入金が増加したことなどにより、前連結会計年度末より1,588百万円（46.3％)増加し、

5,015百万円となりました。 

      （純資産） 

  純資産は、転換社債型新株予約権付社債の転換による資本金及び資本剰余金が増加した一方、当期純損失の計上

による利益剰余金の減少などにより、前連結会計年度末より1,128百万円（9.3％）減少し、10,996百万円となりま

した。 

  

   （3）経営成績に重要な影響を与える要因について 

        経営成績に重要な影響を与える要因については、「４ 事業等のリスク」をご参照願います。 

  

 （4）経営戦略の現状と見通し 

  当社グループといたしましては、急速に変化する事業環境のなか、医療総合サービス企業を目指し、よりスピー

ディーな事業展開を進めてまいります。 

  臨床検査事業及び周辺事業においては、子会社再編により臨床検査事業、遺伝子検査、治験検査、医療情報化事

業などの事業領域をグループ全体に広げるとともに、検査体制の整備・充実、アライアンスの推進などにより、ブ

ランド力を向上させてまいります。 

  調剤薬局事業においては、純粋持株会社制への移行によりグループの経営体制を一体化し、アライアンスの推進

により事業規模を拡大させるとともに薬剤の共同仕入により購買力を強化し、事業価値を向上させてまいります。

  

 （5）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

① 資金需要 

  設備投資、運転資金、企業買収、借入金の返済及び利息の支払い並びに配当及び法人税の支払い等に資金を充当

しております。 

② 資金の源泉 

  主として営業活動によるキャッシュ・フロー、金融機関からの借入により、必要とする資金を調達しておりま

す。なお、当社においては、資金調達の機動性確保・安定化を図る目的で、総額6,000百万円のタームアウト型コ

ミットメントライン契約を締結しております。 

③ キャッシュ・フロー 

  キャッシュ・フローの状況については、「１ 業績等の概要（2）キャッシュ・フロー」をご参照願います。 

④ 長期借入金及び短期借入金 

  当連結会計年度の有利子負債は8,687百万円であります。このうち、金融機関からの長期借入金（一年以内返済

予定の長期借入金を含む）は4,457百万円であり、金融機関からの短期借入金は4,230百万円であります。 

  



 （6）経営者の問題意識と今後の方針について 

  当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めてお

ります。当社グループを取り巻く経営環境は、継続的に医療費抑制政策が実施されている一方、調剤薬局の浸透、

ヒト遺伝子検査の普及、治験検査需要の拡大、医療IT化の進捗など、大きな変化が生じてきております。 

  このような状況のもと、当社グループといたしましては、引き続き売上規模の拡大及び業務効率化の推進による

収益力の強化、資金の効率的配分による財務体質の改善などに努め、安定した収益基盤の構築を図るとともに、ヒ

ト遺伝子検査、治験研究検査、医療情報化事業など、新しい医療分野における取り組みを強化し、臨床検査会社か

ら医療総合サービス企業へと大きく進化させてまいります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

  当連結会計年度において、当社グループは臨床検査事業を中心に、1,450百万円の設備投資を実施しました。 

  臨床検査事業及び周辺事業においては、主に検査体制の整備・充実のため、総合研究所、熊本研究所を中心に

1,239百万円の設備投資を実施しました。 

  調剤薬局事業においては、主に調剤薬局の新規店舗開設のため、208百万円の設備投資を実施しました。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1）提出会社 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、車両運搬具及びソフトウェアであり、建設仮勘定は含んでおりません。 

２．金額には、消費税等を含んでおりません。 

  

  （平成18年９月20日現在）

事業所名 

（所在地） 

事業の種類別 

セグメントの 

名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 

（人） 
建物及び 

構築物 

（百万円）

工具器具 

備品 

（百万円）

土地 

（百万円）

(面積㎡) 

その他 

（百万円） 

合計 

（百万円） 

総合研究所 

（京都府久世郡） 

臨床検査事業 

及び周辺事業 

臨床検査機器 

事務所用 
959 475 

1,716 

(12,813)
233 3,384 244 

名古屋研究所 

（名古屋市中川区） 

臨床検査事業 

及び周辺事業 

臨床検査機器 

事務所用 
88 9 

222 

(1,357)
0 321 17 

東京研究所 

（東京都世田谷区） 

臨床検査事業 

及び周辺事業 

臨床検査機器 

事務所用 
194 108 

308 

(1,077)
25 636 39 

本社 

（京都市中京区） 

臨床検査事業 

及び周辺事業 
事務所用 642 37 

340 

(493)
110 1,130 90 

京都営業所・京都ヘルスケ

ア営業所 

（京都市左京区） 

臨床検査事業 

及び周辺事業 
事務所用 131 12 

162 

(940)
0 306 51 

枚方営業所・大阪ヘルスケ

ア営業所 

（大阪府枚方市） 

臨床検査事業 

及び周辺事業 
事務所用 121 9 

163 

(1,601)
4 299 28 

大阪北営業所 

（大阪府池田市） 

臨床検査事業 

及び周辺事業 
事務所用 47 0 

83 

(342)
－ 132 13 

岡山研究所・岡山営業所 

（岡山県岡山市） 

臨床検査事業 

及び周辺事業 

臨床検査機器 

事務所用 
463 235 

291 

(2,642)
60 1,050 42 

福井ラボラトリー 

（福井県福井市） 

臨床検査事業 

及び周辺事業 

臨床検査機器 

事務所用 
96 7 

132 

(941)
3 240 6 



(2）子会社 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、車両運搬具及びソフトウェアであり、建設仮勘定は含んでおりません。 

２．金額には、消費税等を含んでおりません。 

３．上記中[ ]書は、提出会社から賃借しているものであります。 

４．上記中< >書は、関係会社から賃借しているものであります。 

  （平成18年９月20日現在）

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別

セグメントの

名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
（人） 

建物及び
構築物 
（百万円）

工具器具 
備品 

（百万円）

土地 
（百万円）
<百万円> 
(面積㎡) 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

㈱ファルコバイオ

システムズ九州 

本社 

(熊本県熊本市) 

臨床検査事業

及び周辺事業 
事務所用 79 20 

109 

(1,478)
13 223 43 

㈱ファルコバイオ

システムズ兵庫 

本社 

(神戸市北区) 

臨床検査事業

及び周辺事業 
事務所用 187 1 

398 

(4,125)
6 593 22 

㈱フレスコメディ

カル 

本社 

(京都府久世郡) 

臨床検査事業

及び周辺事業 
事務所用 109 2 

75 

(1,020)
－ 188 13 

㈱ファルコクリニ

カルプラン 

ファルコおとわ

薬局他 

(京都市山科区他) 

調剤薬局事業 薬局店舗用 191 27 
108 

(498)
0 327 79 

㈱ファルコライフ

サイエンス 

本社 

(京都市左京区) 

臨床検査事業

及び周辺事業 

食品衛生・ 

環境検査機器 

事務所用 

7 8 
[73]

(258)
4 20 22 

㈱ファルコバイオ

システムズ福井 

本社 

(福井県福井市) 

臨床検査事業

及び周辺事業 
事務所用 － 4 

[132]

(941)
1 6 13 

チューリップ 

調剤㈱ 

チューリップ 

調剤牛島薬局他 

(富山県富山市他) 

調剤薬局事業 薬局店舗用 245 80 

211 

<74> 

(4,175)

0 537 147 

㈱ファーマプロッ

ト 

きんりん薬局他 

(京都市左京区他) 
調剤薬局事業 薬局店舗用 118 8 

30 

(221)
7 164 89 

コスミック㈱ 
本社 

(大阪市中央区) 

臨床検査事業

及び周辺事業 
事務所用 － 2 － 36 39 56 



３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率などを総合的に勘案して策定しております。

設備計画は、原則的に連結会社各社が個別に策定しておりますが、策定にあたっては、提出会社を中心に調整を図っ

ております。 

 なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修計画は次のとおりであります。 

(1）重要な設備の新設及び改修計画 

 （注）１．計画完成後の生産能力は、当連結会計年度末とほぼ同程度の見込みであります。 

２．金額には、消費税等を含んでおりません。 

(2）重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

投資予定金額 

資金調達方法

着手及び完了予定 
完成後の
増加能力 総額 

(百万円) 
既支払額 
(百万円) 

着手年月 
完了予定 
年月 

当社 

東海中央研究所 
名古屋市守山区 

臨床検査事業

及び周辺事業 

建物 

臨床検査機器 
2,000 101 社債発行資金

平成18年

３月 

平成19年

７月 
25％増加 

当社 

総合研究所他  
京都府久世郡他 

臨床検査事業

及び周辺事業  
臨床検査機器 738 － 自己資金 

平成18年

10月   

平成19年

９月  
（注）1 

チューリップ調剤㈱

他 
富山県富山市他 調剤薬局事業 調剤薬局店舗 153 － 自己資金 

平成18年

10月 

平成19年

９月 
  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

  旧商法第341条ノ２の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

          平成18年３月７日取締役会決議 

          第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（平成18年３月23日発行） 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 40,000,000 

計 40,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年９月20日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成18年12月15日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 11,906,487 12,356,177 

㈱東京証券取引所 

㈱大阪証券取引所 

各市場第一部 

－ 

計 11,906,487 12,356,177 － － 

 
事業年度末現在 

（平成18年９月20日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権付社債の残高（百万円） 400 － 

新株予約権の数（個） 8 － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  同左 

新株予約権の目的となる株式の数 

 本新株予約権の行使請求により

当社が当社普通株式を新たに発

行しまたはこれに代えて当社の

有する当社普通株式を移転（以

下当社普通株式の発行または移

転を「交付」という。）する数

は、行使請求に係る本社債の発

行価額の総額を転換価額で除し

て得られる最大整数とする。こ

の場合に１株未満の端数を生じ

たときはこれを切り捨て、現金

による調整は行わない。  

同左 

新株予約権の行使時の払込金額  （注）１、２、３、４  同左 

新株予約権の行使期間 
  自 平成18年３月24日  

  至 平成20年３月19日 
同左 

 



 （注）１．本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は、本社債の発行価額と同額とする。 

   ２．転換価額は、当初1,368円とする。 

    ３．転換価額の修正 

       本新株予約権付社債の発行後、毎月第３金曜日（ただし、初回は平成18年４月７日とする。）（以下「決

定日」という。）の翌取引日以降、転換価額は、決定日まで（当日を含む。）の３連続取引日（ただし、終

値（終値のない場合は、気配表示を含む。以下同じ。）のない日は除き、決定日が取引日でない場合には、

決定日の直前の取引日までの３連続取引日とする。以下「時価算定期間」という。）の株式会社大阪証券取

引所における当社普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値の90％に相当する金額（円位未満小数第２位ま

で算出し、その小数第２位を切り捨てる。以下「決定日価額」という。）に修正される。なお、時価算定期

間内に、下記４で定める転換価額の調整事由が生じた場合には、修正後の転換価額は、本新株予約権付社債

の社債要項に従い当社が適当と判断する値に調整される。ただし、かかる算出の結果、決定日価額が684円

（以下「下限転換価額」という。ただし、下記４による調整を受ける。）を下回る場合には、修正後の転換

価額は下限転換価額とし、決定日価額が2,052円（以下「上限転換価額」という。ただし、下記４による調整

を受ける。）を上回る場合には、修正後の転換価額は上限転換価額とする。 

 
事業年度末現在 

（平成18年９月20日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額 

 本新株予約権の行使により株式

を発行する場合の当社普通株式

１株の資本組入額は当該株式の

発行価額に0.5を乗じた金額と

し、計算の結果１円未満の端数

を生ずる場合は、その端数を切

り上げるものとする。 

同左 

新株予約権の行使の条件 

 本社債を繰上償還する場合また

は本社債につき期限の利益を喪

失した場合には、それぞれ償還

日または期限の利益の喪失日以

後本新株予約権を行使すること

はできない。本新株予約権付社

債の社債権者の請求により本社

債を繰上償還する場合には、本

新株予約権付社債券が償還金支

払場所に提出された時以降、本

新株予約権を行使することはで

きない。また、各本新株予約権

の一部行使はできないものとす

る。  

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 本社債は旧商法第341条ノ２第

４項の定めにより本社債の社債

部分と本新株予約権のうち一方

のみを譲渡することはできな

い。 

同左 

代用払込みに関する事項  － － 



    ４．転換価額の調整 

       当社は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る発行価額または処分価額をも

って当社普通株式を発行しまたは処分する場合（ただし、当社普通株式に転換される証券もしくは転換でき

る証券または当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の

転換または行使による場合を除く。）には、次に定める算式をもって転換価額を調整する。なお、次式にお

いて、「既発行株式数」は、発行済当社普通株式数から、当社の有する当社普通株式数を控除した数とす

る。 

                               新発行・処分株式数×１株当たりの発行・処分価額  

                       既発行株式数＋────────────────────────

                                        時    価 

      調整後転換価額＝調整前転換価額×────────────────────────────────

                              既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数  

       また、当社は、当社普通株式の分割もしくは併合または時価を下回る価額をもって当社普通株式に転換さ

れる証券もしくは転換できる証券または当社普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付

社債を発行する場合等にも転換価額を適宜調整する。  

    ５．平成18年９月21日から平成18年11月30日までの間に、第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約

権は全て行使されました。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．転換社債の株式転換による増加であります。（平成13年９月21日～平成14年９月20日） 

    ２．株式分割による増加であります。（１株を1.3株に株式分割） 

    ３．転換社債の株式転換による増加であります。（平成14年９月21日～平成15年９月20日） 

    ４．転換社債の株式転換による増加であります。（平成15年９月21日～平成16年９月20日） 

    ５．平成17年５月12日を株式交換の日として株式交換を行い、これに伴い発行済株式総数が100,000株増加して

おります。 

    ６．新株予約権の行使による増加であります。（平成18年３月23日～平成18年９月20日） 

  なお、平成18年９月21日から平成18年11月30日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が

449,690株、資本金が200百万円、資本準備金が199百万円増加しております。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金 
残高 
（百万円） 

平成14年９月20日 

（注）１ 
1,156,751 8,237,072 896 2,540 896 2,355 

平成14年11月11日 

（注）２ 
2,471,121 10,708,193 － 2,540 － 2,355 

平成15年９月20日 

（注）３ 
20,817 10,729,010 10 2,551 10 2,366 

平成16年９月20日 

（注）４ 
139,111 10,868,121 68 2,620 68 2,435 

平成17年９月20日 

（注）５ 
100,000 10,968,121 － 2,620 23 2,459 

平成18年９月20日 

（注）６ 
938,366 11,906,487 550 3,171 549 3,008 



(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式38,731株は、「個人その他」の欄に387単元及び「単元未満株式の状況」に31株含めて記載してお

ります。 

２．上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が13単元含まれております。 

(5）【大株主の状況】 

 （注）野村證券株式会社から平成18年９月15日付で提出された株券等の大量保有の状況に関する開示制度に基づく変更

報告書により、平成18年８月31日現在で同社を含む３社が共同保有として以下の株式を実質保有している旨の報告

を受けておりますが、平成18年９月20日現在における各社の実質所有株式数の確認ができないため、株主名簿上の

保有株式数を大株主の状況に記載しております。 

  

  (平成18年９月20日現在)

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 43 29 93 31 － 4,933 5,129 － 

所有株式数

（単元） 
－ 22,536 6,494 16,249 4,855 － 68,301 118,435 62,987 

所有株式数の

割合（％） 
－ 19.04 5.48 13.72 4.10 － 57.66 100 － 

  (平成18年９月20日現在)

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

赤澤 寬治 大阪府枚方市 655 5.51 

株式会社京都銀行 京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町700番地 449 3.78 

ファルコバイオシステムズ従業

員持株会 
京都市中京区河原町通二条上る清水町346番地 375 3.15 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９番１号 345 2.90 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 332 2.79 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 315 2.65 

平﨑 健治郎 大阪府枚方市 276 2.32 

矢盛 俊男 名古屋市天白区 231 1.95 

尾藤 勇 京都府城陽市 212 1.79 

大阪中小企業投資育成株式会社 大阪市北区堂島浜１丁目２番６号 208 1.75 

計 － 3,402 28.58 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

野村證券株式会社  東京都中央区日本橋１丁目９番１号 498 4.19 

野村ホールディングス株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９番１号 39 0.33 

野村アセットマネジメント株式会社 東京都中央区日本橋１丁目12番１号 78 0.66 

計 － 616 5.18 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）上記「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,300株（議決権の数13個）含まれ

ております。  

  

②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  （平成18年９月20日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 38,700 －  －  

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,804,800 118,048 － 

単元未満株式 普通株式 62,987 － － 

発行済株式総数 11,906,487 － － 

総株主の議決権 － 118,048 － 

  （平成18年９月20日現在）

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社ファルコバイオ

システムズ 

京都市中京区河原町

通二条上る清水町346

番地 

38,700 － 38,700 0.33 

計 － 38,700 － 38,700 0.33 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得並びに会社

法第155条第７号に該当する普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

          旧商法第221条第６項及び会社法第192条第１項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による取得  

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

株主総会(平成－年－月－日)での決議状況 

（取得期間－年－月－日～－年－月－日） 
－ － 

当事業年度前における取得自己株式 － － 

当事業年度における取得自己株式 876 1,164,546 

残存授権株式の総数及び価額の総額 － － 

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） － － 

当期間における取得自己株式 180 182,640 

提出日現在の未行使割合（％） － － 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額
（円） 

株式数（株） 
処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 

 （ － ） 
－ － － － 

保有自己株式数 38,731 － 38,911 － 



３【配当政策】 

  当社グループは、株主に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして認識しております。強固な経営基盤の確

保と株主資本利益率の向上に努めるとともに、安定的な配当を維持しながら、内部留保の充実、業績等に応じた適

正な利益還元を行うことを基本方針としております。 

 内部留保資金につきましては、検査設備の拡充や合理化のための設備投資、並びに成長分野であるヒト遺伝子検

査事業をはじめとした医療関連サービス事業への投資などに活用してまいります。 

 第19期の利益配当金につきましては、１株につき普通配当20円（うち中間配当は普通配当10円）を実施いたしま

した。 

 当社は「取締役会の決議によって、毎年３月20日の最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式

質権者に対し、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。 

 なお、第18期の配当についての株主総会決議は平成17年12月15日に、第19期の中間配当についての取締役会決議

は平成18年５月８日に行っております。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、平成17年９月１日より株式会社大阪証券取引所市場第一部におけるものであり、それ以

前は株式会社大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

２．□印は、株式分割による権利落後の最高・最低株価を示しております。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）１．最近６月間の月別最高・最低株価は、平成18年４月１日から平成18年９月30日までの暦月によっておりま

す。 

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期 

決算年月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 

最高（円） 
2,250 

□ 1,640 
1,600 1,750 1,490 1,540 

最低（円） 
1,245 

□ 1,410 
890 1,003 1,091 999 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,490 1,496 1,380 1,297 1,160 1,114 

最低（円） 1,400 1,311 1,190 999 1,072 1,031 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役会

長兼社長 

 赤澤 寬治 昭和18年11月22日生 昭和37年７月 ㈱関西医学検査センター（本店：

京都市左京区）（現当社）入社 

昭和63年３月 当社代表取締役社長 

平成５年３月 当社代表取締役会長 

平成８年１月 当社代表取締役会長兼社長（現

任） 

平成10年４月 ㈱保健医学研究所(現㈱ファルコバ

イオシステムズ兵庫)代表取締役社

長（現任） 

平成12年７月 ㈱肥後臨床検査研究所(現㈱ファル

ココミュニケーションズ）代表取

締役（現任） 

〃 ㈱ファルコバイオシステムズ関東

代表取締役社長 

〃 ㈱熊本臨床検査センター（現㈱フ

ァルコバイオシステムズ九州）代

表取締役会長（現任） 

平成14年10月 ㈱ファルコバイオシステムズ福井

代表取締役社長（現任） 

655 

代表取締役副

社長 

 平﨑 健治郎 昭和27年１月２日生 昭和45年８月 ㈱関西医学検査センター枚方支所

（現当社）入社 

昭和63年３月 当社専務取締役 

平成５年12月 当社取締役副社長 

平成12年１月 当社代表取締役副社長（現任） 

平成12年７月 ㈱肥後臨床検査研究所(現㈱ファル

ココミュニケーションズ）代表取

締役社長（現任） 

〃 ㈱熊本臨床検査センター（現㈱フ

ァルコバイオシステムズ九州）代

表取締役社長（現任） 

平成17年11月㈱ファルコバイオシステムズ西日

本代表取締役社長（現任） 

〃 ㈱ファルコバイオシステムズ山陰

代表取締役社長（現任） 

平成18年３月㈱志太医研代表取締役社長（現

任） 

平成18年12月㈱東予中検代表取締役社長（現

任） 

〃 ㈱ファルコバイオシステムズ福井

代表取締役（現任） 

276 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

 常務取締役 臨床検査事業本

部長 

土田 美喜男 昭和28年５月20日生 昭和61年８月 ㈱関西医学検査センター（本店：

京都市左京区）（現当社）入社 

平成10年５月 ㈱ファルコバイオシステムズ兵庫

(出向)常務取締役 

平成14年６月 ㈱ファルコバイオシステムズ福井

(出向)専務取締役 

平成15年７月 当社営業本部長 

平成15年12月 当社取締役営業本部長 

平成17年１月 ㈲飛騨臨床検査センター代表取締

役（現任） 

平成17年12月 当社常務取締役臨床検査事業本部

長（現任) 

１ 

常務取締役 経営企画本部長

(兼)バイオ事業

本部長 

安田 忠史 昭和33年８月９日生 平成７年２月 当社入社 

平成10年12月 当社経営企画部長 

平成12年７月 当社経理部長 

平成15年４月 当社経理部長(兼)経営企画室長 

平成15年12月 当社取締役経理部長(兼)経営企画

室長 

平成17年10月 当社取締役経営企画室長 

平成17年12月 当社常務取締役経営企画本部長

(兼)事業開発本部長 

平成18年９月 当社常務取締役経営企画本部長

(兼)バイオ事業本部長（現任） 

６ 

取締役 リスク管理本部

長 

四方 俊一 昭和24年８月10日生 平成５年１月 当社入社 

平成６年４月 経理部長 

平成７年４月 総合企画部長兼経理部長 

平成７年９月 経理部長 

平成７年12月 当社取締役経理部長 

平成10年１月 当社取締役食品衛生環境営業部長 

平成11年10月 ㈱エルデ(現㈱ファルコライフサイ

エンス)代表取締役社長 

平成11年11月 当社取締役食品衛生環境営業事業

部長 

平成12年５月 当社取締役 

平成14年11月 当社取締役コンプライアンス担当 

平成16年４月 当社取締役リスク対策本部長 

平成18年９月 当社取締役リスク管理本部長 

（現任） 

22 

取締役 業務監理本部長 環  忠男 昭和20年11月１日生 平成14年11月 当社入社、人事部長 

平成15年10月 当社総務部長 

平成15年12月 当社取締役総務部長 

平成17年12月 当社取締役総務本部長 

平成18年９月 当社取締役業務監理本部長（現任)

１ 

 



 （注）１．監査役木村秀夫及び竹内昭夫は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

    ２．当社は、法令に定める監査役の員数を書くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査

役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

監査役 

(常勤） 

 矢盛 俊男 昭和18年４月10日生 昭和38年５月 ㈱関西医学検査センター（本店：

京都市左京区）（現当社）入社 

昭和63年３月 当社取締役 

平成５年10月 ㈱ファルコバイオシステムズ（本

店：沖縄県沖縄市）代表取締役社

長 

平成10年９月 当社取締役品質管理室長 

平成11年11月 当社取締役品質保証室長 

平成11年12月 当社監査役（常勤）（現任） 

231 

監査役 

(常勤） 

 佐々木 信次郎 昭和23年１月26日生 平成６年６月 当社入社 

平成７年９月 総合企画部長 

平成７年12月 当社取締役総合企画部長 

平成10年６月 当社取締役首都圏営業担当 

平成10年９月 当社取締役首都圏統括部長 

平成11年11月 当社取締役首都圏営業部長（兼)東

海圏営業部長 

平成12年１月 当社常務取締役経営管理本部長 

平成12年７月 当社常務取締役経営管理本部長

(兼）総務部長(兼)購買部長 

平成13年６月 当社常務取締役経営管理本部長 

平成14年11月 当社常務取締役経営改善推進担当 

平成15年４月 当社取締役購買部長 

平成15年12月 当社監査役(常勤) （現任) 

2 

監査役  木村 秀夫 大正12年２月８日生 昭和37年８月 公認会計士開業登録 

昭和37年10月 税理士開業登録 

昭和54年８月 公認会計士堂島共同事務所加入

平成元年10月 太田昭和監査法人代表社員 

平成５年12月 当社監査役（現任） 

－ 

監査役  竹内 昭夫 昭和10年11月23日生 昭和38年２月 税理士登録 

昭和47年３月 公認会計士開業登録

昭和56年７月 栄監査法人代表社員

平成５年12月 当社監査役（現任）

－ 

計 － 10名 － － 1,198 

氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 

（千株） 

 堀 三芳 昭和８年２月10日生  昭和26年４月 大阪国税局採用 

昭和38年11月 税理士開業登録 

昭和44年８月 社会保険労務士開業登録

昭和47年２月 不動産鑑定士開業登録 

1 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 当社グループは、コーポレート・ガバナンスの目的を長期にわたる株主利益の増大と考えており、「経営の透明性

の確保と迅速・明確な意思決定」、「コンプライアンス経営の強化」、「株主への説明責任の充実」、「リスクマネ

ジメントの構築」及び「企業倫理の確立」の実行に取り組んでおります。 

  

（1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

① 会社の機関の内容 

  当社は監査役制度を採用しております。監査役会は、常勤監査役２名並びに社外監査役２名の計４名で構成されて

おり、原則として毎月１回開催しているほか、必要に応じて臨時監査役会を適宜開催し、監査体制の充実を図ること

で経営監督機能を高めております。 

  取締役会は、代表取締役２名、取締役４名の計６名で構成されており、原則として毎月１回開催しているほか、機

動的に臨時取締役会を開催し、意思決定の迅速化を図っております。取締役会では、付議事項の審議及び重要な報告

がなされるとともに、経営上の重要な事項を決定し、経営の適正化に努めております。 

 また、経営効率の向上を図るため、執行役員制度を導入し、取締役数の適正化により的確かつ迅速な経営判断がで

きる体制を整えております。 

  

② 内部統制システムの整備の状況 

  当社の内部統制システムの概要は、以下のとおりであります。 

  

   

③ 内部監査及び監査役監査の状況 

  内部監査につきましては、社長直轄である業務監理本部内の業務監査課が、会社財産の保全並びに経営効率の向上

に資することを目的とし、本社及び子会社のすべての部門を対象に、内部監査規定に基づいて、法令、定款、社内諸

規程の遵守状況を調査し、社長への結果報告並びに各部署への適切な指導を行っております。業務監査課の人員は課

長を含めて２名でありますが、必要に応じて監査役及び会計監査人と調整を行い、効率的な監査の実施に努めており

ます。 

  監査役監査につきましては、監査役が取締役会へ全員出席することを原則とし、取締役の職務執行の監督を強化す

るとともに、社内重要会議への出席、経営に係る重要な決裁書類等の閲覧、取締役及び従業員からの営業報告の聴取

などにより、グループ全体の業務及び財産を調査しております。また、会計監査人及び業務監査課と緊密な連携を保

ち、合理的な監査の実施に努めております。 



④ 会計監査の状況 

   当社はみすず監査法人（旧、中央青山監査法人）と監査契約を締結し、会社法並びに証券取引法に基づく会計監査

を受けております。 

 当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、以下のとおりであります。 

    当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士６名、会計士補３名、その他３名であります。 

    前野公認会計士事務所においては、監査業務に係る審査を実施するために委託審査制度を利用しております。利用

にあたっては「監査意見表明のための委託審査要領」（日本公認会計士協会 平成17年２月15日）の規定に基づいて

おります。 

    （注）当社の会計監査人でありました中央青山監査法人（平成18年９月１日付で「みすず監査法人」に名称変更）

は、金融庁より平成18年７月１日から同年８月31日までの２ヵ月間の業務停止処分を受け、会計監査人としての

資格を喪失したため、同年６月30日をもって当社の会計監査人を退任いたしました。 

  このため、監査役会の決議により、同年７月１日には公認会計士前野芳子氏を、また業務停止期間が経過した

同年９月１日にはみすず監査法人をそれぞれ一時会計監査人として選任し、共同監査体制としておりました。 

 なお、一時会計監査人との契約は、いずれも平成18年12月14日開催の定時株主総会終結の時をもって終了し、

みすず監査法人が当社の会計監査人として改めて選任されております。             

  

⑤ 社外監査役との関係 

 当社と社外監査役との間に、人的関係・資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。 

  

（2）リスク管理体制の整備の状況  

 当社のリスク管理体制は、各部門における潜在リスクに対する事前対策について組織的に取り組む部門としてリス

ク管理本部を設置するとともに、全社的なリスク管理の最高機関であるリスク管理委員会を設置し、企業防衛体制並

びにコンプライアンス体制などの強化に取り組んでおります。 

  

 （3）役員報酬の内容 

    当事業年度に係る当社の取締役及び監査役に対する役員報酬の内容は、以下のとおりであります。   

     （注）上記の金額は、利益処分による役員賞与（取締役30百万円、監査役4百万円）及び株主総会決議に基づく退

職慰労金（取締役70百万円、監査役－百万円）を含んでおります。 

  

（4）監査報酬の内容 

   当連結会計年度に係る当社及び連結子会社のみすず監査法人及び前野公認会計士事務所に対する監査報酬は、以下

のとおりであります。 

公認会計士の氏名 
  所属する監査法人名 

  又は会計事務所名  
監査継続年数  

 指定社員 業務執行社員  桑 木  肇 みすず監査法人  － 

 指定社員 業務執行社員  高 井 晶 治 みすず監査法人  － 

 公 認 会 計 士          前 野 芳 子 前野公認会計士事務所 － 

 取締役に対する報酬 257百万円 

 監査役に対する報酬 38百万円 

 計 296百万円 

 公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項

 に規定する業務に基づく報酬 

     みすず監査法人 

     前野公認会計士事務所 

  41百万円

 1百万円

 上記以外の業務に基づく報酬 

     みすず監査法人 

 

  2百万円

 計 44百万円



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成16年９月21日から平成17年９月20日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成17年９月21日から平成18年９月20日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年９月21日から平成17年９月20日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、第18期事業年度（平成16年９月21日から平成17年９月20日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第

19期事業年度（平成17年９月21日から平成18年９月20日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。 

 ただし、第18期事業年度（平成16年９月21日から平成17年９月20日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年９月21日から平成17年９月20日ま

で）及び第18期事業年度（平成16年９月21日から平成17年９月20日まで）の連結財務諸表及び財務諸表については、

中央青山監査法人により、当連結会計年度（平成17年９月21日から平成18年９月20日まで）及び第19期事業年度（平

成17年９月21日から平成18年９月20日まで）の連結財務諸表及び財務諸表については、みすず監査法人及び前野公認

会計士事務所により監査を受けております。 

 なお、中央青山監査法人は、平成18年９月１日付で「みすず監査法人」に名称変更しております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成17年９月20日現在） 
当連結会計年度 

（平成18年９月20日現在） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   3,618   4,254  

２．受取手形及び売掛金   5,568   6,277  

３．たな卸資産   626   713  

４．繰延税金資産   280   254  

５．その他 ※３  394   413  

貸倒引当金   △71   △109  

流動資産合計   10,416 38.7  11,805 43.4 

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産        

１．建物及び構築物  7,382   7,574   

減価償却累計額  3,368 4,013  3,603 3,970  

２．車両運搬具  48   43   

減価償却累計額  38 10  34 8  

３．工具器具備品  5,537   5,995   

減価償却累計額  4,167 1,369  4,527 1,467  

４．土地   4,707   4,615  

５．建設仮勘定   114   202  

有形固定資産合計   10,215 37.9  10,264 37.8 

(2）無形固定資産        

１．営業権   11   －  

２．のれん    －   536  

３．特許権   121   89  

４．ソフトウェア   475   567  

５．連結調整勘定   2,360   －  

６．その他   4   4  

無形固定資産合計   2,974 11.0  1,198 4.4 

 



  
前連結会計年度 

（平成17年９月20日現在） 
当連結会計年度 

（平成18年９月20日現在） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券   1,713   2,138  

２．出資金   0   0  

３．長期貸付金   12   11  

４．長期前払費用   104   264  

５．繰延税金資産   664   616  

６．その他   1,017   1,062  

貸倒引当金   △185   △176  

投資その他の資産合計   3,327 12.4  3,917 14.4 

固定資産合計   16,517 61.3  15,380 56.6 

資産合計   26,933 100.0  27,185 100.0 

        

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金   2,580   3,014  

２．短期借入金   5,931   5,586  

３．未払金   1,476   1,459  

４．未払法人税等   482   220  

５．賞与引当金   440   423  

６．その他   461   467  

流動負債合計   11,372 42.2  11,173 41.1 

Ⅱ 固定負債        

１．新株予約権付社債   －   400  

２．長期借入金   1,966   3,101  

３．長期未払金   －   78  

４．退職給付引当金   997   939  

５．役員退職慰労引当金   447   486  

６．その他   15   10  

固定負債合計   3,427 12.8  5,015 18.5 

負債合計   14,799 55.0  16,189 59.6 

 



  
前連結会計年度 

（平成17年９月20日現在） 
当連結会計年度 

（平成18年９月20日現在） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（少数株主持分）        

少数株主持分   8 0.0  － － 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※４  2,620 9.7  － － 

Ⅱ 資本剰余金   2,614 9.7  － － 

Ⅲ 利益剰余金   6,724 25.0  － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   201 0.7  － － 

Ⅴ 自己株式 ※５  △36 △0.1  － － 

資本合計   12,125 45.0  － － 

負債、少数株主持分及び 
資本合計 

  26,933 100.0  － － 

        

（純資産の部）        

Ⅰ 株主資本       

１．資本金   － －  3,171 11.7 

２．資本剰余金   － －  3,163 11.6 

３．利益剰余金   － －  4,461 16.4 

４．自己株式   － －  △38 △0.1 

株主資本合計   － －  10,759 39.6 

Ⅱ 評価・換算差額等            

１．その他有価証券評価差
額金 

  － －  232 0.8 

評価・換算差額等合計   － －  232 0.8 

Ⅲ 少数株主持分  － －  4 0.0 

純資産合計   － －  10,996 40.4 

負債純資産合計   － －  27,185 100.0 

         



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年９月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   29,535 100.0  32,832 100.0 

Ⅱ 売上原価   17,410 58.9  20,693 63.0 

売上総利益   12,124 41.1  12,139 37.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．販売促進費  179   189   

２．広告宣伝費  64   68   

３．運送費  644   622   

４．貸倒引当金繰入額  0   30   

５．給料及び賞与  4,505   4,748   

６．賞与引当金繰入額  226   211   

７. 役員退職金  1   15   

８. 退職給付費用  122   126   

９．役員退職慰労引当金繰入額  36   27   

10．福利厚生費  865   901   

11．減価償却費  323   346   

12．賃借料  673   699   

13．消耗品費  823   858   

14．連結調整勘定償却額  231   －   

15．のれん償却額   －   302   

16．その他  1,629 10,329 35.0 1,760 10,909 33.3 

営業利益   1,794 6.1  1,229 3.7 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  0   0   

２．有価証券利息  4   4   

３．受取配当金  14   19   

４．投資有価証券売却益  70   73   

５．投資有価証券運用益  13   14   

６．その他  67 171 0.6 55 169 0.5 

         
 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年９月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  71   71   

２．支払手数料  14   11   

３. 投資有価証券運用損  3   3   

４．社債発行費  －   10   

５．上場関連費用  71   －   

６．その他  31 192 0.7 45 141 0.4 

経常利益   1,772 6.0  1,257 3.8 

Ⅵ 特別利益        

１．貸倒引当金戻入益   13   4   

２．固定資産売却益 ※１ －   2   

３．投資有価証券売却益   2   28   

４．受取保険金   －   28   

５．退職給付引当金戻入益   －   190   

６．役員退職慰労引当金戻入益  － 16 0.0 29 283 0.9

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産売却損 ※２ －   121   

２．固定資産除却損 ※３ 31   39   

３．固定資産評価損 ※４ 0   －   

４．のれん償却額  －   2,268   

５．投資有価証券評価損  －   114   

６．会員権評価損  0   －   

７．減損損失 ※５ －   44   

８．貸倒引当金繰入額  1   －   

９．役員退職慰労引当金繰入額  －   109   

10．役員退職功労金  －   131   

11．転籍一時金  － 33 0.1 18 2,848 8.7

税金等調整前当期純利益又
は税金等調整前当期純損失
(△) 

  1,755 5.9  △1,306 △4.0 

法人税、住民税及び事業税  820   584   

過年度法人税等  －   61   

法人税等調整額  △43 777 2.6 50 695 2.1

少数株主利益   8 0.0  0 0.0 

当期純利益又は当期純損失
(△) 

  969 3.3  △2,003 △6.1 

         



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

      連結剰余金計算書 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高   2,491 

Ⅱ 資本剰余金増加高    

１．株式交換による増加高  123 123 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   2,614 

    

(利益剰余金の部)    

Ⅰ 利益剰余金期首残高   6,064 

Ⅱ 利益剰余金増加高    

１．当期純利益  969 969 

Ⅲ 利益剰余金減少高    

１．配当金  270  

２．役員賞与  39 309 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   6,724 

     



      連結株主資本等変動計算書   

   当連結会計年度（自平成17年９月21日 至平成18年９月20日） 

 （注）平成17年12月15日の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年９月20日残高 

 （百万円） 
2,620 2,614 6,724 △36 11,923 

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 550 549     1,100 

剰余金の配当(注)     △109   △109 

剰余金の配当 

（中間配当） 
    △109   △109 

役員賞与（注）     △41   △41 

当期純損失     △2,003   △2,003 

自己株式の取得       △1 △1 

株主資本以外の項目の

連結会計年度中の変動

額（純額） 

          

連結会計年度中の変動額

合計 

（百万円） 

550 549 △2,262 △1 △1,164 

平成18年９月20日残高 

（百万円） 
3,171 3,163 4,461 △38 10,759 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算差額等
合計 

平成17年９月20日残高 

（百万円） 
201 201 8 12,133 

連結会計年度中の変動額     

新株の発行       1,100 

剰余金の配当(注)       △109 

剰余金の配当 

（中間配当） 
      △109 

役員賞与（注）       △41 

当期純損失       △2,003 

自己株式の取得       △1 

株主資本以外の項目の

連結会計年度中の変動

額（純額） 

30 30 △3 26 

連結会計年度中の変動額

合計 

（百万円） 

30 30 △3 △1,137 

平成18年９月20日残高 

（百万円） 
232 232 4 10,996 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年９月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

   

税金等調整前当期純利益又は
税金等調整前当期純損失
（△） 

 1,755 △1,306 

減価償却費  1,100 1,092 

減損損失  － 44 

連結調整勘定償却額  231 － 

のれん償却額   － 2,570 

貸倒引当金の増減額 
（減少：△） 

 △24 22 

退職給付引当金の増減額 
（減少：△） 

 63 △69 

受取利息及び受取配当金  △19 △25 

支払利息  71 71 

固定資産売却益  － △2 

固定資産評価損  0 － 

固定資産除却損  31 39 

会員権評価損  0 0 

売上債権の増減額 
（増加：△） 

 △264 △321 

たな卸資産の増減額 
（増加：△） 

 △82 4 

仕入債務の増減額 
（減少：△） 

 829 222 

役員賞与の支払額  △39 △41 

その他  △243 △119 

小計  3,410 2,183 

利息及び配当金の受取額  20 22 

利息の支払額  △74 △83 

法人税等の支払額  △764 △837 

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

 2,591 1,285 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年９月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

   

定期預金の預入による支出  △6 △27 

定期預金の払戻による収入  13 61 

有形固定資産の取得による支出  △607 △1,066 

有形固定資産の売却による収入  － 45 

無形固定資産の取得による支出  △129 △312 

投資有価証券の取得による支出  △762 △900 

投資有価証券の売却による収入  944 503 

貸付けによる支出  － △22 

貸付金の回収による収入  1 8 

子会社株式取得による支出  △388 △544 

子会社の持分取得による支出  △76 △22 

保険の解約による収入  6 100 

出資金の取得による支出  △0 － 

その他  1 △313 

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

 △1,003 △2,490 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フ
ロー  

   

短期借入金の純増減額 
（減少：△） 

 △1,164 △54 

新株予約権付社債の発行による
収入 

 － 1,500 

長期借入れによる収入  2,600 2,650 

長期借入金の返済による支出  △1,821 △2,003 

社債の償還による支出  △53 － 

配当金の支払額  △258 △217 

その他  △2 △1 

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

 △700 1,874 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差
額 

 △0 0 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 
  （減少：△） 

 887 669 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  2,662 3,549 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高  3,549 4,218 

     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年９月20日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社は、下記の15社であります。 

㈱ファルコバイオシステムズ西日本 

㈱フレスコメディカル 

㈱ファルコライフサイエンス 

㈱ファルコバイオシステムズ兵庫 

㈱ファルコバイオシステムズ東京 

㈱ファルココミュニケーションズ 

㈱ファルコクリニカルプラン 

㈱ファルコバイオシステムズ九州 

㈱ファルコバイオシステムズ山陰 

㈱ファルコバイオシステムズ福井 

チューリップ調剤㈱ 

㈲飛騨臨床検査センター※１ 

㈱プロット※２ 

㈱ファーマプロット※２ 

㈱MINORI※２ 

連結子会社は、下記の16社であります。 

㈱ファルコバイオシステムズ西日本 

㈱フレスコメディカル 

㈱ファルコライフサイエンス 

㈱ファルコバイオシステムズ兵庫 

㈱ファルココミュニケーションズ 

㈱ファルコクリニカルプラン 

㈱ファルコバイオシステムズ九州 

㈱ファルコバイオシステムズ山陰 

㈱ファルコバイオシステムズ福井 

チューリップ調剤㈱ 

㈲飛騨臨床検査センター 

㈱ファーマプロット※２ 

㈱MINORI 

   コスミック㈱ ※３ 

   ㈱志太医研 ※４ 

   ㈱東予中検 ※５ 

 ※１.㈲飛騨臨床検査センターは、平成17

年１月31日付で当社子会社となりま

した。 

※２.㈱プロット、㈱ファーマプロット、

及び㈱MINORIの３社は、平成17年３

月22日付で当社子会社となりまし

た。 

  １.㈱ファルコバイオシステムズ東京

は、平成17年９月21日付で当社に吸

収合併されました。 

※２.㈱プロットは、平成18年３月22日付

で㈱ファーマプロットに吸収合併さ

れました。 

※３.コスミック㈱は、平成18年２月28日

付で当社子会社としたHitzコスミッ

ク㈱が、平成18年７月１日付で商号

変更したものであります。 

※４.㈱志太医研は、平成18年３月22日付

で当社子会社となりました。 

※５.㈱東予中検は、平成18年３月22日付

で当社子会社となりました。 

２．持分法の適用に関する事

項 

 該当する会社はありません。  該当する会社はありません。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 全ての連結子会社の事業年度末日と連

結決算日は一致しております。なお、連

結子会社のうち、㈲飛騨臨床検査センタ

ー、㈱プロット、㈱ファーマプロット及

び㈱MINORIの決算日は、いずれも３月31

日でありましたが、当連結会計年度で決

算期を変更し、９月20日といたしまし

た。  

 全ての連結子会社の事業年度末日と連

結決算日は一致しております。なお、連

結子会社のうち、コスミック㈱、㈱志太

医研及び㈱東予中検の決算日は、いずれ

も３月31日でありましたが、当連結会計

年度で決算期を変更し、９月20日といた

しました。  

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年９月20日） 

４. 資本連結手続に関する事

項 

  当社は、平成17年５月12日付で㈱プロ

ットを当社の完全子会社とする簡易株式

交換を実施いたしました。 

 この株式交換に係る資本連結手続につ

いては、「株式交換及び株式移転制度を

利用して完全親子会社関係を創設する場

合の資本連結手続」（日本公認会計士協

会会計制度委員会研究報告第６号 平成

12年８月31日）に基づき、パーチェス法

により処理を行っております。 

────── 

５．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

（1）有価証券 （1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基づく

時価法 

（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法

により算定しております。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基づく

時価法 

（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定しております。） 

 時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

  なお、投資事業有限責任組合及び

それに類する組合への出資（証券取

引法第２条第２項により有価証券と

みなされるもの）については、組合

契約に規定される決算報告日に応じ

て、入手可能な最近の決算書を基礎

とし、持分相当額を純額で取り込む

方法によっております。 

時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

商品、製品、検査試薬及び仕掛品 

主として移動平均法による原価法 

(2）たな卸資産 

商品、製品、検査試薬及び仕掛品 

同左 

 貯蔵品 

最終仕入原価法 

貯蔵品 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法により償却しております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）に

ついては、定額法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物及び構築物 15～65年 

工具器具備品  ２～20年 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

 定額法により償却しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

  営業権    ５年 

  特許権    ８年 

  ソフトウェア ５年 

(2）無形固定資産 

 定額法により償却しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

  特許権    ８年 

  ソフトウェア ５年 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年９月20日） 

 (3）長期前払費用 

 支出の効果の及ぶ期間で均等償却し

ております。 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）重要な繰延資産の処理

方法 

────── (1）新株発行費 

 支出時に全額費用として処理してお

ります。 

 ────── (2）社債発行費 

 支出時に全額費用として処理してお

ります。 

(4）重要な引当金の計上基

準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、

支給見込額に基づき計上しておりま

す。 

(2）賞与引当金 

同左 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

 数理計算上の差異は、当連結会計年

度において一括で費用処理しておりま

す。 

(3）退職給付引当金 

同左 

  

  

  

  

  

  

   （追加情報） 

  当社は、確定拠出年金法の施行に伴

い、平成17年10月に退職給付制度の一

部について確定拠出年金制度へ移行

し、「退職給付制度間の移行等に関す

る会計処理」（企業会計基準適用指針

第１号）を適用しております。 

  本移行に伴う影響額は、特別利益と

して190百万円計上しております。 

  (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

  

  

   （追加情報） 

 役員退職慰労引当金の内規の見直し

を行っております。この結果、従来と

同一の方法によった場合に比べ、営業

利益及び経常利益はそれぞれ３百万円

減少し、税金等調整前当期純損失は112

百万円増加しております。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年９月20日） 

  ────── (5）役員賞与引当金  

    役員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額に基づき計上

しております。 

   （会計方針の変更） 

  当連結会計年度より「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準第４

号 平成17年11月29日）を適用しており

ます。 

  これより、従来と同一の方法によっ

た場合に比べ、営業利益及び経常利益

はそれぞれ６百万円減少し、税金等調

整前当期純損失は６百万円増加してお

ります。 

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

(6）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。 

 なお、たな卸資産に係る控除対象外消

費税等については、当期の費用として処

理しております。  

消費税等の会計処理 

同左 

６．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

７．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却については、臨床

検査事業について５年間、10年間の均等

償却を行っております。調剤薬局事業に

ついては、10年間、20年間の均等償却を

行っております。 

────── 

８．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項  

──────  のれんの償却については、臨床検査事

業及び周辺事業では５年間または10年

間、調剤薬局事業では10年間または20年

間の均等償却を行っております。 

９．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について連結会計年度中に確定した

利益処分に基づいて作成しております。 

────── 

 １０．連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金

の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年９月20日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号  平成15年10月31日）を適用しております。

これにより税金等調整前当期純損失は、44百万円増加して

おります。 

 セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載してお

ります。 

  なお、減損損失累計額につきましては、改正後の連結財

務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

   当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成

17年12月９日）を適用しております。 

  従来の資本の部の合計に相当する金額は10,991百万円で

あります。 

  なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後

の連結財務諸表規則により作成しております。 



表示方法の変更 

追加情報  

前連結会計年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年９月20日） 

（投資事業有限責任組合に対する出資）  

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年

法律第97号）により、証券取引法第２条第２項におい

て、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への

出資を有価証券とみなすこととされました。 

 これに伴い、連結貸借対照表におきましては、前連

結会計年度末は「出資金」として表示していたみなし

有価証券（前連結会計年度末421百万円）を、当連結会

計年度より「投資有価証券」として表示しておりま

す。なお、当連結会計年度末の「投資有価証券」に含

まれるみなし有価証券の額は、431百万円であります。 

 連結損益計算書におきましては、みなし有価証券に

係る運用損益（前連結会計年度は「出資金運用損」）

を、当連結会計年度より「投資有価証券運用益」又は

「投資有価証券運用損」として表示しております。 

 また、連結キャッシュ・フロー計算書におきまして

は、前連結会計年度は「出資金の取得による支出」と

して表示していたみなし有価証券の取得による支出

を、当連結会計年度より「投資有価証券の取得による

支出」として表示しております。なお、当連結会計年

度の「投資有価証券の取得による支出」に含まれるみ

なし有価証券の取得による支出は90百万円でありま

す。 

 （連結貸借対照表関係） 

 連結財務諸表規則の改正に伴い、前連結会計年度にお

いて 「営業権」「連結調整勘定」として掲記されていた

ものは、当連結会計年度から「のれん」として表示して

おります。 

 （連結損益計算書関係） 

 連結財務諸表規則の改正に伴い、前連結会計年度にお

いて 「減価償却費」として掲記されていたもののうち、

のれん償却額に相当するもの、及び「連結調整勘定償却

額」として掲記されていたものは、当連結会計年度から

「のれん償却額」として表示しております。  

 （連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 連結財務諸表規則の改正に伴い、前連結会計年度にお

いて 「減価償却費」として掲記されていたもののうち、

のれん償却額に相当するもの、及び「連結調整勘定償却

額」として掲記されていたものは、当連結会計年度から

「のれん償却額」として表示しております。  

前連結会計年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年９月20日） 

（外形標準課税） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法

律第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以降に開始する事業年度より外形標準課税制

度が導入されたことに伴い、当連結会計年度から「法

人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取扱い」（平成16年２月13日 

企業会計基準委員会 実務対応報告第12号）に基づ

き、法人事業税の付加価値割及び資本割については、

販売費及び一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が44百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益

が同額減少しております。 

────── 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年９月20日現在） 

当連結会計年度 
（平成18年９月20日現在） 

 １．保証債務 

  ① 連結会社以外のものの銀行借入に対し、次のとお 

り保証を行っております。 

 １．保証債務 

  ① 連結会社以外のものの銀行借入に対し、次のとお 

り保証を行っております。 

  ② 取引先のリース債務に対し、次のとおり保証を行

っております。 

従業員８名 4百万円 

計 4百万円 

医療法人社団 景星会 20百万円 

計 20百万円 

  ② 取引先のリース債務に対し、次のとおり保証を行

っております。 

従業員６名 3百万円 

計 3百万円 

医療法人社団 景星会 9百万円 

計 9百万円 

 ２．当社は、資金調達の機動性確保・安定化を図る目

的で、取引銀行５行とタームアウト型コミットメン

トライン契約を締結しております。この契約に基づ

く当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

（注）上記タームアウト型コミットメントライン契約

には、下記の財務制限条項がついております。 

・年度決算期末における連結の貸借対照表におけ

る資本の部の金額が、直前の年度決算期末におけ

る連結の貸借対照表における資本の部の金額の

75％を下回らないこと。 

・年度決算期末における連結の損益計算書におけ

る経常損益の額が、２期連続してマイナスになら

ないこと。 

契約の総額 6,000百万円 

借入実行残高 1,000百万円  

借入未実行残高 5,000百万円 

 ２．当社は、資金調達の機動性確保・安定化を図る目

的で、取引銀行４行とタームアウト型コミットメン

トライン契約を締結しております。この契約に基づ

く当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

（注）上記タームアウト型コミットメントライン契約

には、下記の財務制限条項がついております。 

・年度決算期末における連結の貸借対照表におけ

る資本の部の金額が、直前の年度決算期末におけ

る連結の貸借対照表における資本の部の金額の75 

％を下回らないこと。 

・年度決算期末における連結の損益計算書におけ

る経常損益の額が、２期連続してマイナスになら

ないこと。 

契約の総額 6,000百万円 

借入実行残高   － 百万円  

借入未実行残高 6,000百万円 

※３．流動資産の「その他」には、債権流動化による売

上債権譲渡高（譲渡額面291百万円）に対応する支払

留保額62百万円が含まれております。  

※３．               ────── 

※４．当社の発行済株式総数は、普通株式10,968,121株

であります。 

 ※４.                ──────         

※５．当社が保有する自己株式数は、普通株式37,855 株

であります。 

 ※５.                ──────   



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年９月20日） 

※１．         ────── ※１．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

 建物及び構築物 0百万円 

車両運搬具 1百万円 

計 2百万円 

※２．         ────── ※２．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

 建物及び構築物 6百万円 

車両運搬具 0百万円 

工具器具備品 1百万円 

土地 114百万円 

計 121百万円 

※３．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※３．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物及び構築物 14百万円 

車両運搬具 0百万円 

工具器具備品 15百万円 

計 31百万円 

建物及び構築物 2百万円 

車両運搬具 0百万円 

工具器具備品 23百万円 

ソフトウェア 12百万円 

計 39百万円 

※４．固定資産評価損は電話加入権に係るものでありま

す。 

※４．         ────── 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年９月20日） 

※５．    ────── ※５．減損損失   

当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上いたしまし

た。  

 当社グループは、事業の種類別セグメントを基礎

とし、調剤薬局事業については薬局店舗単位によっ

て、資産のグルーピングを行っております。ただ

し、遊休資産については、個別物件単位でグルーピ

ングを行っております。 

 滋賀県高島市他の土地につきましては、福利厚生

施設等の用地として取得しましたが、現在は遊休状

態であり、今後の使用予定がなく、かつ地価が著し

く下落しているため、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失（15百万円）とし

て、特別損失に計上いたしました。なお、当該土地

の回収可能価額は、正味売却価額により測定してお

り、路線価を基に評価しております。 

 薬局店舗につきましては、営業活動から生ずる損

益が継続してマイナスであるため、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（29百

万円）として、特別損失に計上いたしました。その

内訳は、建物及び構築物23百万円、工具器具備品２

百万円及びリース資産３百万円であります。なお、

当資産グループの回収可能価額は、正味売却価額に

より測定しており、建物及び構築物、工具器具備品

につきましては取得価額の５％とし、リース資産に

つきましては零として評価しております。 

場所 用途 種類 その他 

滋賀県 

高島市他 
遊休不動産 土地  － 

新潟県 

妙高市他 
薬局店舗 

建物及び構築物 

工具器具備品 

リース資産 

 － 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

    当連結会計年度（自平成17年９月21日 至平成18年９月20日） 

    １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の発行済株式数の増加938,366株は、転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の行使による増加で

あります。 

       ２．普通株式の自己株式の株式数の増加876株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

    ２．配当に関する事項 

   （1）配当金支払額 

   （2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度末後となるもの 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式     

普通株式（注）１ 10,968,121 938,366 － 11,906,487 

合計 10,968,121 938,366 － 11,906,487 

自己株式     

普通株式（注）２ 37,855 876 － 38,731 

合計 37,855 876 － 38,731 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成17年12月15日 

定時株主総会 
普通株式 109 10 平成17年９月20日 平成17年12月16日 

平成18年５月８日 

取締役会 
普通株式 109 10 平成18年３月20日 平成18年６月９日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年12月14日 

定時株主総会 
普通株式 118 利益剰余金 10 平成18年９月20日 平成18年12月15日



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年９月20日） 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年９月20日現在） （平成18年９月20日現在）

 （百万円）

現金及び預金勘定 3,618

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △69

現金及び現金同等物 3,549

 （百万円）

現金及び預金勘定 4,254

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △36

現金及び現金同等物 4,218

２．重要な非資金取引の内容 ２．重要な非資金取引の内容 

 （百万円） 

株式交換による資本準備金増加額 123

 （百万円）

新株予約権の行使による資本金増加

額 
550

新株予約権の行使による資本剰余金

増加額 
549

新株予約権の行使による転換社債型

新株予約権付社債減少額 
1,100

３．株式及び出資持分の取得により新たに連結子会社と

なった会社の資産及び負債の主な内訳 

  (1) 出資持分の取得により新たに㈲飛騨臨床検査セン

ターを連結したことに伴う連結開始時の資産及び負

債の内訳並びに㈲飛騨臨床検査センターの出資持分

の取得価額と㈲飛騨臨床検査センターの出資持分取

得のための支出(純額)との関係は次のとおりであり

ます。 

３．株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳 

  (1) 株式の取得により新たにコスミック㈱（平成18年

７月１日付でHitzコスミック㈱より商号変更）を連

結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳

並びにコスミック㈱株式の取得価額とコスミック㈱

株式取得のための支出(純額)との関係は次のとおり

であります。 

 （百万円）

流動資産 79

固定資産 22

連結調整勘定 129

流動負債 △40

固定負債 △67

出資持分の取得価額 123

現金及び現金同等物 △47

差引  

出資持分取得のための支出 76

 （百万円）

流動資産 534

固定資産 21

連結調整勘定 498

流動負債 △320

固定負債 △19

株式の取得価額 714

現金及び現金同等物 △185

差引  

株式取得のための支出 529

 



前連結会計年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年９月20日） 

  (2) 株式の取得により新たに㈱プロットを連結したこ

とに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに㈱

プロット株式の取得価額と㈱プロット株式取得のた

めの支出(純額)との関係は次のとおりであります。 

 （百万円）

流動資産 482

固定資産 167

連結調整勘定 437

流動負債 △385

固定負債 △189

株式の取得価額 513

現金及び現金同等物 △121

株式交換による株式取得価額 △123

差引  

株式取得のための支出 268

  (2) 株式の取得により新たに㈱志太医研を連結したこ

とに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに㈱

志太医研株式の取得価額と㈱志太医研株式取得のた

めの支出(純額)との関係は次のとおりであります。 

 （百万円）

流動資産 58

固定資産 0

連結調整勘定 95

流動負債 △61

固定負債 △43

株式の取得価額 50

現金及び現金同等物 △29

差引  

株式取得のための支出 20

 (3) 株式の取得により新たに㈱ファーマプロットを連

結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳

並びに㈱ファーマプロット株式の取得価額と㈱ファ

ーマプロット株式取得のための支出(純額)との関係

は次のとおりであります。 

 (3) 株式の取得により新たに㈱東予中検を連結したこ

とに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに㈱

東予中検株式の取得価額と㈱東予中検株式取得によ

る収入(純額)との関係は次のとおりであります。 

  (4) 株式の取得により新たに㈱MINORIを連結したこと

に伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに㈱

MINORI株式の取得価額と㈱MINORI株式取得のための

支出(純額)との関係は次のとおりであります。 

  

 （百万円）

流動資産 273

固定資産 36

連結調整勘定 109

流動負債 △191

固定負債 △38

株式の取得価額 189

現金及び現金同等物 △82

差引  

株式取得のための支出 106

 （百万円）

流動資産 27

固定資産 4

連結調整勘定 2

流動負債 △13

固定負債 △2

株式の取得価額 18

現金及び現金同等物 △4

差引  

株式取得のための支出 13

  

 （百万円）

流動資産 60

固定資産 75

連結調整勘定 124

流動負債 △105

固定負債 △147

株式の取得価額 7

現金及び現金同等物 △11

差引  

株式取得による収入 4



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年９月20日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
（百万円） 

減価償却 
累計額 
相当額 
（百万円） 

期末残高 
相当額 
（百万円）

工具器具備品 1,342 602 739 

その他 366 209 156 

合計 1,708 812 896 

 
取得価額 
相当額 
（百万円）

減価償却 
累計額 
相当額 
（百万円）

減損損失 
 累計額 
 相当額 
（百万円） 

期末残高 
相当額 
（百万円）

工具器
具備品 

1,570 669 0 900 

その他 460 196 － 264 

合計 2,031 865 0 1,165 

２．未経過リース料期末残高相当額 （2）未経過リース料期末残高相当額等 

   未経過リース料期末残高相当額 

１年内 304百万円 

１年超 613百万円 

合計 918百万円 

 １年内 366百万円 

 １年超 820百万円 

 合計 1,186百万円 

 リース資産減損勘定の残高 0百万円 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

（3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 332百万円 

減価償却費相当額 306百万円 

支払利息相当額 26百万円 

 支払リース料 413百万円 

 リース資産減損勘定の取崩額 0百万円 

 減価償却費相当額 385百万円 

 支払利息相当額 29百万円 

 減損損失 0百万円 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

（5）利息相当額の算定方法 

同左 

 ２.オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

 １年内 0百万円 

１年超 2百万円 

合計 2百万円 



（有価証券関係） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（前連結会計年度） 

（注）当連結会計年度における減損額はありません。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50%以上下落した場合には全て減損処理を行

い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損

処理を行っております。 

（当連結会計年度） 

（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のあるものについて114百万円減損処理を行っております。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50%以上下落した場合には全て減損処理を行

い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損

処理を行っております。 

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 種類 

前連結会計年度（平成17年９月20日現在） 当連結会計年度（平成18年９月20日現在） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの 

(1）株式 479 728 249 684 1,000 315 

(2）債券 － － － － － － 

(3）その他 198 225 27 61 64 3 

小計 677 954 277 745 1,065 319 

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの 

(1）株式 102 96 △5 309 193 △115 

(2）債券 － － － － － － 

(3）その他 － － － 203 183 △19 

小計 102 96 △5 512 377 △135 

合計 779 1,051 271 1,258 1,442 184 

前連結会計年度 
（自平成16年９月21日 至平成17年９月20日） 

当連結会計年度 
（自平成17年９月21日 至平成18年９月20日） 

売却額 
（百万円） 

売却益の合計 
（百万円） 

売却損の合計 
（百万円） 

売却額 
（百万円） 

売却益の合計 
（百万円） 

売却損の合計 
（百万円） 

818 72 0 501 102 － 

 
前連結会計年度（平成17年９月20日現在） 当連結会計年度（平成18年９月20日現在） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 130 150 

非上場外国債券 100 100 

投資事業有限責任組合

に対する出資 
431 446 



（デリバティブ取引関係） 

  前連結会計年度（自平成16年９月21日 至平成17年９月20日）及び当連結会計年度（自平成17年９月21日 至平成

18年９月20日）において、当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

  当社グループは確定拠出型の他、確定給付型の制度として、適格退職年金制度、厚生年金基金制度及び退職一時

金制度を設けております。 

  厚生年金基金制度は、日本衛生検査所厚生年金基金に加入しております。 

  なお、当該厚生年金基金は総合設立型厚生年金基金で、平成18年３月31日現在の同基金の年金資産残高のうち、

当社グループの掛金拠出割合による年金資産の額は2,673百万円であります。 

２．退職給付債務及びその内訳 

（注）一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

３．退職給付費用の内訳 

（注）「(6)その他」は、確定拠出年金への掛金支払額であります。 

  

 
前連結会計年度 

（平成17年９月20日現在） 
当連結会計年度 

（平成18年９月20日現在） 

  (百万円)  (百万円)  

 （1）退職給付債務 △2,023  △1,007  

 （2）年金資産 1,025  67  

 （3）未積立退職給付債務 （1）＋（2） △997  △939  

 （4）未認識数理計算上の差異 －  －  

 （5）未認識過去勤務債務 －  －  

 
（6）連結貸借対照表計上額純額 

（3）＋（4）＋（5） 
△997  △939  

 （7）前払年金費用 －  －  

 （8）退職給付引当金 （6）－（7） △997  △939  

 
前連結会計年度 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年９月20日） 

  (百万円) (百万円) 

 退職給付費用 198 216 

 (1) 勤務費用 150 99 

 (2) 利息費用 45 16 

 (3) 期待運用収益（減算） △9 － 

 (4) 過去勤務債務の費用処理額 － － 

 (5) 数理計算上の差異の費用処理額 12 34 

 (6) その他 － 66 



４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

（注）期首時点の計算において適用した割引率は2.75％でありましたが、期末時点において再検討を行った結果、割引率

の変更により退職給付債務の額に影響を及ぼすと判断し、割引率を2.0％に変更いたしました。 

  

（ストック・オプション等関係） 

  当連結会計年度（自平成17年９月21日 至平成18年９月20日）において、該当事項はありません。 

（税効果会計関係） 

 
前連結会計年度 

（平成17年９月20日現在） 
当連結会計年度 

（平成18年９月20日現在） 

 (1) 割引率 2.75％ 2.0％ 

 (2) 期待運用収益率 1.0％ －％ 

 (3) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

 (4) 過去勤務債務の処理年数 － － 

 (5) 数理計算上の差異の処理年数 １年 １年 

前連結会計年度 
（平成17年９月20日現在） 

当連結会計年度 
（平成18年９月20日現在） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（単位：百万円） （単位：百万円） 

繰延税金資産  

賞与引当金損金不算入額 175 

未払事業税 42 

貸倒引当金損金算入限度超過額 91 

退職給付引当金損金不算入額 395 

役員退職慰労引当金損金不算入額 179 

繰越欠損金 33 

全面時価評価法適用による評価差額 46 

その他 194 

繰延税金資産小計 1,159 

評価性引当額 △28 

繰延税金資産合計 1,130 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △135 

全面時価評価法適用による評価差額 △50 

繰延税金負債合計 △185 

繰延税金資産の純額 945 

繰延税金資産  

賞与引当金損金不算入額 169 

未払事業税 12 

貸倒引当金損金算入限度超過額 107 

退職給付引当金損金不算入額 374 

役員退職慰労引当金損金不算入額 194 

繰越欠損金 153 

全面時価評価法適用による評価差額 46 

その他 312 

繰延税金資産小計 1,370 

評価性引当額 △289 

繰延税金資産合計 1,080 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △156 

全面時価評価法適用による評価差額 △53 

繰延税金負債合計 △209 

繰延税金資産の純額 870 

 



前連結会計年度 
（平成17年９月20日現在） 

当連結会計年度 
（平成18年９月20日現在） 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳 

（単位：％）  

法定実効税率 41.0 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.1 

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 
△0.3 

住民税均等割 3.3 

ＩＴ促進特別税額控除 △1.5 

連結調整勘定償却額 5.2 

繰越欠損金の所得控除 △0.3 

その他 △4.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.3 

    当連結会計年度は税金等調整前当期純損失のため、

記載しておりません。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

    前連結会計年度(自平成16年９月21日 至平成17年９月20日) 

（注）１．事業区分の方法 

     事業は役務又は商品等の内容及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は825百万円であり、その主なもの

は、親会社の本社総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は4,570百万円であり、その主なものは、親会社の

現金預金、投資有価証券及び管理部門に係る資産等であります。 

４．減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用と同費用に係る償却費が含まれております。 

 
臨床検査事業 
及び周辺事業 

調剤薬局事業 計 消去又は全社 連結 

（百万円） （百万円） （百万円）  （百万円）  （百万円） 

 Ⅰ．売上高及び営業利益      

  売上高      

 (1) 外部顧客に対する売上 22,358 7,176 29,535 － 29,535 

 (2) セグメント間の内部売上高 － － － － － 

    計 22,358 7,176 29,535 － 29,535 

  営業費用 19,889 7,029 26,919 821 27,740 

   営業利益 2,468 147 2,616 (821) 1,794 

 Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支出      

  資産 16,618 5,744 22,362 4,570 26,933 

  減価償却費 965 98 1,063 36 1,100 

  資本的支出 539 385 924 14 939 

事業区分 主要役務又は商品 

臨床検査事業及び周辺事業 
 特殊臨床検査、一般臨床検査、食品衛生・環境検査、病院検査室の運営 

 電子カルテの販売 

 調剤薬局事業  調剤薬局の運営 



    当連結会計年度(自平成17年９月21日 至平成18年９月20日) 

（注）１．事業区分の方法 

     事業は役務又は商品等の内容及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は783百万円であり、その主なもの

は、親会社の本社総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は5,841百万円であり、その主なものは、親会社の

現金預金、投資有価証券及び管理部門に係る資産等であります。 

４．減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用と同費用に係る償却費が含まれております。 

５．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成14年

８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月

31日）を適用しております。これにより、調剤薬局事業において29百万円、消去又は全社において15百万円の減

損損失を計上しております。 

６．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」５.(4).(5)役員賞与引当金（会計方針の変更）に記載の

とおり、当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用

しております。これにより、従来の方法に比べて営業利益が、臨床検査事業及び周辺事業において２百万円、調

剤薬局事業において３百万円減少しております。 

 
臨床検査事業 
及び周辺事業 

調剤薬局事業 計 消去又は全社 連結 

（百万円） （百万円） （百万円）  （百万円）  （百万円） 

 Ⅰ．売上高及び営業利益      

  売上高      

 (1) 外部顧客に対する売上 23,464 9,368 32,832 － 32,832 

 (2) セグメント間の内部売上高 0 － 0 (0) － 

    計 23,464 9,368 32,832 (0) 32,832 

  営業費用 21,586 9,237 30,823 779 31,602 

   営業利益 1,877 131 2,009 (779) 1,229 

 Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支出      

  資産 17,146 4,197 21,343 5,841 27,185 

  減価償却費 952 105 1,057 35 1,092 

  減損損失 － 29 29 15 44 

  資本的支出 1,464 216 1,681 1 1,682 

事業区分 主要役務又は商品 

臨床検査事業及び周辺事業 
 特殊臨床検査、一般臨床検査、食品衛生・環境検査、病院検査室の運営 

 電子カルテの販売 

 調剤薬局事業  調剤薬局の運営 



【所在地別セグメント情報】 

      前連結会計年度（自平成16年９月21日 至平成17年９月20日）及び当連結会計年度（自平成17年９月21日 至

平成18年９月20日）において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項

はありません。 

【海外売上高】 

     前連結会計年度（自平成16年９月21日 至平成17年９月20日）及び当連結会計年度（自平成17年９月21日 至

平成18年９月20日）において、海外売上高がないため該当事項はありません。 

【関連当事者との取引】 

  前連結会計年度（自平成16年９月21日 至平成17年９月20日）及び当連結会計年度（自平成17年９月21日 至

平成18年９月20日）において、該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

（注）１．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

      ２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年９月20日） 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

１株当たり純資産額 1,105.80円 

１株当たり当期純利益 85.70円 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純

損失であるため、記載しておりません。 

１株当たり純資産額 926.20円 

１株当たり当期純損失 179.69円 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年９月20日） 

当期純利益又は当期純損失（△）（百万円） 969 △2,003 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 38 － 

（うち利益処分による役員賞与金 (百万円) ) (38) (－) 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△）

（百万円） 
931 △2,003 

期中平均株式数（株） 10,866,908 11,147,317 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要 

  

－ 

 第１回無担保転換社債型新

株予約権付社債（額面金額400

百万円）。 

 なお、第１回無担保転換社

債型新株予約権付社債の概要

は「社債明細表」、新株予約

権の概要は「第４ 提出会社

の状況、１ 株式等の状況 

(2)新株予約権等の状況」に記

載しております。 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年９月20日） 

純資産の部の合計額（百万円） － 10,996 

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） － 4 

 （うち少数株主持分(百万円)） （－） (4) 

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） － 10,991 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

普通株式の数（株） 
－ 11,867,756 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年９月20日） 

 当社は、平成17年10月１日付で、適格退職年金制度を廃

止し、退職給付制度の一部を確定拠出年金制度へ移行いた

しました。 

 これにより、当社は「退職給付制度間の移行等に関する

会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用し、確

定拠出年金制度等への移行部分について退職給付制度の一

部終了の処理を行います。 

 本制度変更による業績への影響は、翌連結会計年度にお

いて、特別利益に約190百万円を計上する見込みでありま

す。 

１．当社は、平成18年11月６日開催の取締役会において、

当社の連結子会社である以下の８社を統合し、臨床検査

事業を再編する方針を決定いたしました。 

  事業再編の具体的な方法・日程等につきましては、詳

細決定次第、順次公表いたします。 

  なお、本件事業再編による翌連結会計年度以降の業績

に与える影響は、軽微であります。 

   （事業再編の対象とする連結子会社） 

     ㈱ファルコバイオシステムズ西日本 

     ㈱ファルコバイオシステムズ兵庫 

     ㈱ファルコバイオシステムズ九州 

     ㈱ファルコバイオシステムズ山陰 

     ㈱ファルコバイオシステムズ福井 

     ㈲飛騨臨床検査センター 

     ㈱志太医研 

     ㈱東予中検   

  

 ２．当社は、平成18年11月20日開催の定時取締役会におい

て、調剤薬局事業を営む当社の100％連結子会社４社

（チューリップ調剤㈱、㈱ファルコクリニカルプラン、

㈱ファーマプロット、㈱MINORI）が株式移転の方法によ

り、純粋持株会社「株式会社ファルコファーマシーズ」

を設立することを決議いたしました。 

  株式移転の概要は次のとおりであります。  

  （1）純粋持株会社設立の目的 

  調剤薬局事業の運営体制を統括的にすることによ

り、事業規模の拡大とグループ経営の効率化を進め、

調剤薬局グループ全体の収益力を高めるため。 

  （2）株式移転をなすべき時期 

  本株式移転をなすべき期日（株式移転期日）は平成

19年１月22日とします。 

  （3）株式移転比率 

  株式移転比率は、チューリップ調剤㈱の株式１株に

対して純粋持株会社の株式1.25株，㈱ファルコクリニ

カルプランの株式１株に対して純粋持株会社の株式

15.5株、㈱ファーマプロットの株式１株に対して純粋

持株会社の株式6.5株、㈱MINORIの株式１株に対して

純粋持株会社の株式１株の割合をもって割当て交付し

ます。  

 



前連結会計年度 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年９月20日） 

    （4）純粋持株会社の概要 

     ①商号 株式会社ファルコファーマシーズ

     ②事業内容 株式または持分の保有による調剤

薬局グループ全体の事業活動の支

配・管理  

     ③本店所在地 京都市中京区河原町通二条上る清

水町346番地 

     ④代表者 代表取締役社長   赤澤 寬治  

     ⑤資本金 30百万円  

     ⑥発行予定株式数 17,090株  

     ⑦決算日 

  

９月20日  

  

   ３．平成18年９月21日から平成18年11月13日までの間に、

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債400百万円全て

について権利行使されております。 

  その概要は次のとおりであります。  

（1）転換社債型新株予約権付社債の減少額 

  400百万円 

（2）資本金増加額 200百万円 

（3）資本準備金増加額 199百万円 

（4）増加した株式の種類及び数 普通株式 

449,690株 

（5）新株の配当起算日    平成18年９月21日 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）新株予約権付社債に関する掲載は次のとおりであります。なお、平成18年11月13日をもって新株予約権付社債の

権利行使が完了しております。 

（注）１．転換価額は、当初1,368円とする。 

   ２．転換価額の修正 

 本新株予約権付社債の発行後、毎月第３金曜日（ただし、初回は平成18年４月７日とする。）（以

下「決定日」という。）の翌取引日以降、転換価額は、決定日まで（当日を含む。）の３連続取引日

（ただし、終値（終値のない場合は、気配表示を含む。以下同じ。）のない日は除き、決定日が取引

日でない場合には、決定日の直前の取引日までの３連続取引日とする。以下「時価算定期間」とい

う。）の株式会社大阪証券取引所における当社普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値の90％に相

当する金額（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。以下「決定日価額」と

いう。）に修正される。なお、時価算定期間内に、下記３で定める転換価額の調整事由が生じた場合

には、修正後の転換価額は、本新株予約権付社債の社債要項に従い当社が適当と判断する値に調整さ

れる。ただし、かかる算出の結果、決定日価額が684円（以下「下限転換価額」という。ただし、下

記３による調整を受ける。）を下回る場合には、修正後の転換価額は下限転換価額とし、決定日価額

が2,052円（以下「上限転換価額」という。ただし、下記３による調整を受ける。）を上回る場合に

は、修正後の転換価額は上限転換価額とする。 

    ３．転換価額の調整 

 当社は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る発行価額または処分価

額をもって当社普通株式を発行しまたは処分する場合（ただし、当社普通株式に転換される証券もし

くは転換できる証券または当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付され

たものを含む。）の転換または行使による場合を除く。）には、次に定める算式をもって転換価額を

調整する。なお、次式において、「既発行株式数」は、発行済当社普通株式数から、当社の有する当

社普通株式数を控除した数とする。 

      また、当社は、当社普通株式の分割もしくは併合または時価を下回る価額をもって当社普通株式に

転換される証券もしくは転換できる証券または当社普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくは

新株予約権付社債を発行する場合等にも転換価額を適宜調整する。 

  ４．  新株予約権を行使しようとする者の請求があるときは、その新株予約権が付された社債の全額の償

還に代えて、新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込があったものとする。また、

新株予約権が行使されたときは、当該請求があったものとみなす。 

会社名 銘柄 発行年月日 前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円） 利率（％） 担保 償還期限 

株式会社ファルコ

バイオシステムズ 

第１回無担保転換社債

型新株予約権付社債 

平成年月日

18.３.23 
－ 400 － なし 

平成年月日

20.３.21 

合計 － － － 400 － － － 

発行すべき株式 普通株式 

新株予約権の発行価額（円） 無償

株式の発行価格（円） （注）１、２、３、４

発行価額の総額（百万円）              1,500

新株予約権の行使により発行した株式の発行

価額の総額（百万円） 
                1,100

新株予約権の付与割合（％）                   100

新株予約権の行使期間 
自 平成18年３月24日
至 平成20年３月19日 

     
新発行・処

  分株式数  
 ×
１株当たりの発 

行・処分価額  

     既発行株式数 ＋────────────────  

 調整後 

転換価額 
＝ 

調整前 

転換価額  
×  

      時    価  

──────────────────────────  

     既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数   



【借入金等明細表】 

 （注）１．「平均利率」については、借入金等の月平均残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  ２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。 

３．長期借入金の一部及び注記事項（連結貸借対照表関係）（貸借対照表関係）に記載のタームアウト型コミッ

トメントライン契約について以下の財務制限条項がついております。 

・年度決算期末における単体の貸借対照表における資本の部の金額が、直前の年度決算期末における単体

の貸借対照表における資本の部の金額の75％を下回らないこと。 

・年度決算期末における連結の貸借対照表における資本の部の金額が、直前の年度決算期末における連結

の貸借対照表における資本の部の金額の75％を下回らないこと。 

・年度決算期末における単体の損益計算書における経常損益の額が、２期連続してマイナスにならないこ

と。 

・年度決算期末における連結の損益計算書における経常損益の額が、２期連続してマイナスにならないこ

と。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 4,260 4,230 0.65 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 1,671 1,356 1.70 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 1,966 3,101 1.70  平成19年～23年 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 7,897 8,687 － － 

 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 1,177 1,473 350 100 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
第18期 

（平成17年９月20日現在） 
第19期 

（平成18年９月20日現在） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   2,003   2,256  

２．受取手形   91   66  

３．売掛金 ※１  4,456   4,388  

４. 商品   7   21  

５．製品   16   21  

６．検査試薬   140   135  

７．仕掛品   38   35  

８．貯蔵品   66   64  

９．前払費用   135   152  

10．繰延税金資産   213   178  

11．短期貸付金   1   1  

12．関係会社短期貸付金   111   －  

13．未収入金   161   207  

14．その他   13   44  

貸倒引当金   △63   △95  

流動資産合計   7,395 29.4  7,476 33.3 

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産        

１．建物  5,671   5,793   

減価償却累計額  2,659 3,012  2,827 2,965  

２．構築物  193   196   

減価償却累計額  138 54  144 52  

３．車両運搬具  10   10   

減価償却累計額  8 1  9 1  

４．工具器具備品  4,953   5,318   

減価償却累計額  3,775 1,177  4,021 1,297  

５．土地   3,602   3,671  

６．建設仮勘定   55   102  

有形固定資産合計   7,904 31.4  8,091 36.1 

 



  
第18期 

（平成17年９月20日現在） 
第19期 

（平成18年９月20日現在） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

(2）無形固定資産        

１．営業権   9   －  

２．のれん    －   1  

３．特許権   121   89  

４．電話加入権   0   0  

５．ソフトウェア   454   507  

６．その他   4   4  

無形固定資産合計   589 2.3  603 2.7 

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券   1,713   2,138  

２．関係会社株式   6,298   2,863  

３．関係会社出資金   123   －  

４．長期貸付金   3   2  

５．関係会社長期貸付金   82   －  

６．破産債権、更生債権その
他これらに準ずる債権 

  58   56  

７．長期前払費用   52   232  

８．繰延税金資産   380   350  

９．差入保証金   192   227  

10．会員権   81   100  

11．保険積立金   407   405  

貸倒引当金   △121   △122  

投資その他の資産合計   9,271 36.9  6,255 27.9 

固定資産合計   17,765 70.6  14,950 66.7 

資産合計   25,161 100.0  22,427 100.0 

         
 



  
第18期 

（平成17年９月20日現在） 
第19期 

（平成18年９月20日現在） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金   850   967  

２．短期借入金   3,460   3,110  

３．１年内返済予定長期借入金   1,555   1,225  

４．未払金 ※１  1,215   1,180  

５．未払法人税等   341   77  

６．未払消費税等   71   35  

７．未払費用   212   217  

８．賞与引当金   309   263  

９．その他   64   67  

流動負債合計   8,080 32.1  7,145 31.9 

Ⅱ 固定負債        

１．新株予約権付社債   －   400  

２．長期借入金   1,751   3,022  

３．退職給付引当金   792   687  

４．役員退職慰労引当金   308   380  

５．その他   5   5  

固定負債合計   2,857 11.4  4,495 20.0 

負債合計   10,938 43.5  11,640 51.9 

 



  
第18期 

（平成17年９月20日現在） 
第19期 

（平成18年９月20日現在） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※２  2,620 10.4  － － 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  2,459   －   

２．その他資本剰余金  58   －   

  自己株式処分差益  58   －   

資本剰余金合計   2,518 10.0  － － 

Ⅲ 利益剰余金        

(1）利益準備金  103   －   

(2）任意積立金  7,500   －   

１．配当平均積立金  600   －   

２．別途積立金  6,900   －   

(3）当期未処分利益  1,315   －   

利益剰余金合計   8,919 35.4  － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※６  201 0.8  － － 

Ⅴ 自己株式 ※３  △36 △0.1  － － 

資本合計   14,223 56.5  － － 

負債資本合計   25,161 100.0  － － 

        

 



  
第18期 

（平成17年９月20日現在） 
第19期 

（平成18年９月20日現在） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）        

Ⅰ 株主資本       

１．資本金   － －  3,171 14.2 

２．資本剰余金        

 (1）資本準備金  －   3,008   

 (2）その他資本剰余金  －   58   

 資本剰余金合計   － －  3,067 13.7 

３．利益剰余金        

 (1）利益準備金  －   103   

 (2）その他利益剰余金        

   配当平均積立金  －   600   

   別途積立金  －   7,000   

   繰越利益剰余金  －   △3,350   

 利益剰余金合計   － －  4,353 19.4 

４．自己株式   － －  △38 △0.2 

株主資本合計   － －  10,554 47.1 

Ⅱ 評価・換算差額等        

１．その他有価証券評価差額
金 

  － －  232 1.0 

評価・換算差額等合計   － －  232 1.0 

純資産合計   － －  10,786 48.1 

負債純資産合計   － －  22,427 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
第18期 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

第19期 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年９月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高        

１．検査売上高  18,993   19,821   

２．商品売上高   185   308   

３．その他売上高  274 19,453 100.0 260 20,389 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．期首製品たな卸高  20   16   

２．期首商品たな卸高   15   7   

３．当期検査原価  10,499   10,952   

４．当期商品仕入高  137   225   

合計  10,672   11,202   

５．他勘定振替高 ※１ 48   43   

６．期末製品たな卸高  16   21   

７. 期末商品たな卸高   7   21   

８．その他売上原価  286 10,886 56.0 278 11,394 55.9 

売上総利益   8,566 44.0  8,994 44.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．販売促進費  111   112   

２．広告宣伝費  43   50   

３．運送費  475   550   

４．販売手数料  267   711   

５．役員報酬  209   191   

６．給与  2,643   2,841   

７．賞与  320   341   

８．賞与引当金繰入額  168   148   

９．役員退職金  1   13   

10．退職給付費用  95   92   

11．役員退職慰労引当金繰入額  29   19   

12．福利厚生費  622   651   

13．旅費交通費  97   121   

14．通信費  88   91   

15．交際費  42   44   

16．減価償却費  252   280   

17．のれん償却額   －   7   

18．租税公課  77   75   

19．賃借料  455   469   

20．水道光熱費  48   49   

21．消耗品費  584   617   

22．貸倒引当金繰入額  －   26   

23．その他  546 7,182 36.9 643 8,151 40.0 

営業利益   1,384 7.1  843 4.1 

 



  
第18期 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

第19期 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年９月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息 ※２ 3   1   

２．有価証券利息  4   4   

３．受取配当金  25   29   

４．事務代行手数料 ※２ 11   10   

５．投資有価証券売却益  70   73   

６．関係会社受取賃貸料  37   38   

７．投資有価証券運用益  13   14   

８．その他  34 200 1.0 33 206 1.0 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  56   59   

２．支払手数料  14   11   

３．社債発行費  －   10   

４．投資有価証券運用損  3   3   

５．上場関連費用  71   －   

６．その他  16 161 0.8 27 113 0.5 

経常利益   1,423 7.3  936 4.6 

Ⅵ 特別利益        

１．貸倒引当金戻入益  11   －   

２．投資有価証券売却益  2   28   

３．受取保険金  －   28   

４．退職給付引当金戻入益  － 13 0.1 190 247 1.2 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産売却損 ※３ －   0   

２．固定資産除却損 ※４ 28   35   

３．投資有価証券評価損  －   114   

４．関係会社株式評価損  －   3,949   

５．会員権評価損  0   －   

６．役員退職慰労引当金繰入額  －   109   

７．減損損失  ※５ －   2   

８．貸倒引当金繰入額  1 30 0.2 － 4,212 20.7 

税引前当期純利益又は税引
前当期純損失（△） 

  1,406 7.2  △3,028 △14.9 

法人税、住民税及び事業税  618   356   

過年度法人税等  －   57   

法人税等調整額  △14 604 3.1 67 480 2.3 

当期純利益又は当期純損失
（△） 

  801 4.1  △3,508 △17.2 

前期繰越利益   622   －  

中間配当額   108   －  

当期未処分利益   1,315   －  

         



検査原価明細書 

（脚注） 

  
第18期 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

第19期 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年９月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 検査試薬費  4,004 38.1 4,124 37.7 

Ⅱ 外注検査費  1,479 14.1 1,585 14.5 

Ⅲ 労務費  2,617 24.9 2,773 25.3 

Ⅳ 経費 ※２ 2,401 22.9 2,465 22.5 

当期総検査費用  10,503 100.0 10,949 100.0 

期首仕掛品たな卸高  34  38  

期末仕掛品たな卸高  38  35  

当期検査原価  10,499  10,952  

       

第18期 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

第19期 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年９月20日） 

 １．原価計算の方法は、組別総合原価計算を採用して

おります。 

 １．原価計算の方法は、組別総合原価計算を採用して

おります。 

※２．経費のうち主なものは次のとおりであります。 ※２．経費のうち主なものは次のとおりであります。 

減価償却費 684百万円 

賃借料 283百万円 

水道光熱費 104百万円 

消耗品費 362百万円 

機械計算費 193百万円 

減価償却費 637百万円 

賃借料 292百万円 

水道光熱費 106百万円 

消耗品費 410百万円 

機械計算費 195百万円 



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

      利益処分計算書 

  
第18期 

（株主総会承認日 
平成17年12月15日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益   1,315 

Ⅱ 利益処分額    

１．配当金  109  

２．役員賞与金  34  

（うち監査役賞与金）  (4)  

３．任意積立金    

別途積立金  100 244 

Ⅲ 次期繰越利益   1,071 

     



      株主資本等変動計算書 

   当事業年度（自平成17年９月21日 至平成18年９月20日） 

（注）平成17年12月15日の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本 

準備金 

その他 
 資本 
剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 
剰余金 
合計 

配当平均
積立金 

別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成17年９月20日残高 

（百万円） 
2,620 2,459 58 2,518 103 600 6,900 1,315 8,919 △36 14,021 

事業年度中の変動額            

新株の発行 550 549   549             1,100 

別途積立金の積立て(注)             100 △100 －   － 

剰余金の配当(注)               △109 △109   △109 

剰余金の配当（中間配当）               △109 △109   △109 

役員賞与（注）                △34 △34   △34 

当期純損失               △3,508 △3,508   △3,508 

自己株式の取得                   △1 △1 

合併による減少               △803 △803   △803 

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額 

(純額） 

                      

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
550 549 － 549 － － 100 △4,666 △4,566 △1 △3,467 

平成18年９月20日残高 

（百万円） 
3,171 3,008 58 3,067 103 600 7,000 △3,350 4,353 △38 10,554 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成17年９月20日残高 

（百万円） 
201 201 14,223 

事業年度中の変動額    

新株の発行     1,100 

別途積立金の積立て(注)     － 

剰余金の配当(注)     △109 

剰余金の配当（中間配当）     △109 

役員賞与（注）     △34 

当期純損失     △3,508 

自己株式の取得     △1 

合併による減少     △803 

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額 

（純額） 

30 30 30 

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
30 30 △3,436 

平成18年９月20日残高 

（百万円） 
232 232 10,786 



重要な会計方針 

項目 
第18期 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

第19期 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年９月20日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式 

 移動平均法による原価法 

(1）子会社株式 

同左 

 (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法 

（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法

により算定しております。） 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法 

（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定しております。） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

  なお、投資事業有限責任組合及び

それに類する組合への出資（証券取

引法第２条第２項により有価証券と

みなされるもの）については、組合

契約に規定される決算報告日に応じ

て、入手可能な最近の決算書を基礎

とし、持分相当額を純額で取り込む

方法によっております。 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）商品、製品、検査試薬及び仕掛品 

 移動平均法による原価法 

(1）商品、製品、検査試薬及び仕掛品 

同左 

 (2）貯蔵品 

 最終仕入原価法 

(2）貯蔵品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法により償却しております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）に

ついては、定額法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

  建    物 15～65年 

  工具器具備品 ２～20年 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

 定額法により償却しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

  営業権    ５年 

  特許権    ８年 

  ソフトウェア ５年 

(2）無形固定資産 

 定額法により償却しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

  のれん    ５年 

  特許権    ８年 

  ソフトウェア ５年 

 (3）長期前払費用 

 支出の効果の及ぶ期間で均等償却し

ております。 

(3）長期前払費用 

同左 

 



項目 
第18期 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

第19期 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年９月20日） 

４．繰延資産の処理方法 ────── (1）新株発行費 

 支出時に全額費用として処理してお

ります。 

 ────── (2）社債発行費 

 支出時に全額費用として処理してお

ります。 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、

支給見込額に基づき計上しておりま

す。 

(2）賞与引当金 

同左 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 

 数理計算上の差異は、当事業年度に

おいて一括で費用処理しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

  

  

  

  

  

   （追加情報） 

  当社は、確定拠出年金法の施行に伴

い、平成17年10月に退職給付制度の一

部について確定拠出年金制度へ移行

し、「退職給付制度間の移行等に関す

る会計処理」（企業会計基準適用指針

第１号）を適用しております。 

  本移行に伴う影響額は、特別利益と

して190百万円計上しております。 

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

  

  

   （追加情報） 

 役員退職慰労引当金の内規の見直し

を行っております。この結果、従来と

同一の方法によった場合に比べ、営業

利益及び経常利益はそれぞれ３百万円

減少し、税引前当期純損失は112百万円

増加しております。  

 



項目 
第18期 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

第19期 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年９月20日） 

 ────── (5）役員賞与引当金  

     役員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額に基づき計上

しております。 

 なお、当事業年度は賞与の支給見込

額が零であるため、計上しておりませ

ん。 

   （会計方針の変更） 

  当事業年度より「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準第４号 平成

17年11月29日）を適用しております。 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 



会計処理方法の変更 

第18期 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

第19期 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年９月20日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

６号  平成15年10月31日）を適用しております。これによ

り税引前当期純損失は、２百万円増加しております。 

 なお、減損損失累計額につきましては、改正後の財務諸

表等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

   当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17

年12月９日）を適用しております。 

  従来の資本の部の合計に相当する金額は、10,786百万円

であります。 

  なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。 



表示方法の変更 

追加情報 

第18期 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

第19期 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年９月20日） 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法

律第97号）により、証券取引法第２条第２項において、

投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資を

有価証券とみなすこととされました。 

 これに伴い、貸借対照表におきましては、前事業年度

末は、投資その他の資産「出資金」として表示していた

みなし有価証券（前事業年度末421百万円）を、当事業

年度より「投資有価証券」として表示しております。な

お、当事業年度末の「投資有価証券」に含まれるみなし

有価証券の額は、431百万円であります。 

 損益計算書におきましては、みなし有価証券に係る運

用損益（前事業年度は「出資金運用損」）を、当事業年

度より「投資有価証券運用益」又は「投資有価証券運用

損」として表示しております。 

 （貸借対照表関係） 

 １．財務諸表等規則の改正に伴い、前事業年度において

「営業権」として掲記されていたものは、当事業年度か

ら「のれん」として表示しております。 

 ２．前事業年度まで、旧有限会社法に規定する有限会社に

対する当社持分は、投資その他の資産「関係会社出資

金」として表示しておりましたが、会社法及び会社法の

施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第２条第２項

により、その持分が有価証券（株式）とみなされること

となったため、当事業年度より「関係会社株式」として

表示しております。なお、当事業年度末の「関係会社株

式」に含まれる有限会社に対する持分の額は、32百万円

であります。 

 （損益計算書関係） 

   財務諸表等規則の改正に伴い、前事業年度において「減

価償却費」として掲記されていたもののうち、のれん償却

額に相当するものは、当事業年度から「のれん償却額」と

して表示しております。 

第18期 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

第19期 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年９月20日） 

（外形標準課税） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以降に開始する事業年度より外形標準課税が導入さ

れたことに伴い、当事業年度より「法人事業税における

外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員会

実務対応報告第12号）に基づき、法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上

しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が39百万円増加し、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が同額減少し

ております。 

────── 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

第18期 
（平成17年９月20日現在） 

第19期 
（平成18年９月20日現在） 

※１．関係会社に係る注記 

 区分掲載されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する主な資産及び負債は、次のとおり

であります。 

※１．関係会社に係る注記 

 区分掲載されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する主な資産及び負債は、次のとおり

であります。 

売掛金 1,378百万円 

未払金 142百万円 

売掛金 972百万円 

未払金 195百万円 

※２．会社が発行する株式及び発行済株式の種類及び総

数 

※２．              ──────       

会社が発行する株式   

 普通株式 

発行済株式の総数 

 普通株式 

40,000,000

10,968,121

株 

株 

 

※３．会社が保有する自己株式の数 ※３．              ──────       

普通株式 37,855株  

 ４．保証債務 

次のとおり保証を行っております。 

 ４．保証債務 

次のとおり保証を行っております。 

（関係会社）   

㈱ ファルコバイオシステムズ九州 

銀行借入金 18百万円 

㈱ ファルコバイオシステムズ兵庫 

銀行借入金 150百万円 

㈱ ファルコクリニカルプラン 

銀行借入金 520百万円 

㈱ フレスコメディカル 

仕入債務 29百万円 

㈱ ファルコライフサイエンス 

銀行借入金 141百万円 

㈱ プロット 

銀行借入金 100百万円 

㈱ ファーマプロット 

銀行借入金  70百万円 

㈱ MINORI 

銀行借入金 10百万円 

小計 1,039百万円 

（関係会社）   

㈱ ファルコバイオシステムズ九州 

銀行借入金 250百万円 

㈱ ファルコバイオシステムズ兵庫 

銀行借入金 150百万円 

㈱ ファルコクリニカルプラン 

銀行借入金 456百万円 

㈱ フレスコメディカル 

仕入債務 29百万円 

㈱ ファルコライフサイエンス 

銀行借入金 108百万円 

㈱ ファーマプロット 

銀行借入金  100百万円 

小計 1,094百万円 

（その他）   

従業員８名   

銀行借入金 4百万円 

小計 4百万円 

合計 1,043百万円 

（その他）   

医療法人社団 景星会   

リース債務 9百万円 

従業員６名   

銀行借入金 3百万円 

小計 13百万円 

合計 1,107百万円 

 



（損益計算書関係） 

第18期 
（平成17年９月20日現在） 

第19期 
（平成18年９月20日現在） 

 ５．当社は、資金調達の機動性確保・安定化を図る目

的で、取引銀行５行とタームアウト型コミットメン

トライン契約を締結しております。この契約に基づ

く当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

（注）上記タームアウト型コミットメントライン契約

には、下記の財務制限条項がついております。 

・年度決算期末における単体の貸借対照表におけ

る資本の部の金額が、直前の年度決算期末におけ

る単体の貸借対照表における資本の部の金額の

75％を下回らないこと。 

・年度決算期末における単体の損益計算書におけ

る経常損益の額が、２期連続してマイナスになら

ないこと。 

契約の総額 6,000百万円 

借入実行残高 1,000百万円 

借入未実行残高 5,000百万円 

 ５．当社は、資金調達の機動性確保・安定化を図る目

的で、取引銀行４行とタームアウト型コミットメン

トライン契約を締結しております。この契約に基づ

く当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

（注）上記タームアウト型コミットメントライン契約

には、下記の財務制限条項がついております。 

・年度決算期末における単体の貸借対照表におけ

る資本の部の金額が、直前の年度決算期末におけ

る単体の貸借対照表における資本の部の金額の75 

％を下回らないこと。 

・年度決算期末における単体の損益計算書におけ

る経常損益の額が、２期連続してマイナスになら

ないこと。 

契約の総額 6,000百万円 

借入実行残高    － 百万円 

借入未実行残高 6,000百万円 

※６．商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額

は、201百万円であります。 

※６．              ────── 

第18期 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

第19期 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年９月20日） 

※１．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※１．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

販売費及び一般管理費 48百万円 販売費及び一般管理費 41百万円 

営業外費用 2百万円 

※２．区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する主なものは次のとおりでありま

す。 

※２．区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する主なものは次のとおりでありま

す。 

受取利息 3百万円 

事務代行手数料 11百万円 

受取利息 1百万円 

事務代行手数料 10百万円 

※３．        ──────  ※３．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。  

 工具器具備品 0百万円 

※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 13百万円 

構築物 1百万円 

車両運搬具 0百万円 

工具器具備品 14百万円 

計 28百万円 

工具器具備品 22百万円 

ソフトウェア 12百万円 

計 35百万円 

 



第18期 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

第19期 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年９月20日） 

※５．              ──────        ※５．減損損失 

  当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上いたしました。  

  当社は、主に事業の区分を基礎に、資産のグルーピ

ングを行っております。ただし、遊休資産について

は、個別物件単位でグルーピングを行っております。 

       滋賀県高島市の土地につきましては、福利厚生施設

等の用地として取得しましたが、現在は遊休状態であ

り、今後の使用予定がなく、かつ、地価が著しく下落

しているため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失（２百万円）として、特別損失

に計上いたしました。なお、当該土地の回収可能価額

は、正味売却価額により測定しており、路線価を基に

評価しております。 

場所 用途 種類 その他 

滋賀県 

高島市 
遊休不動産  土地  － 



（株主資本等変動計算書関係） 

    当事業年度（自平成17年９月21日 至平成18年９月20日） 

    自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加876株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

（リース取引関係） 

 
前事業年度末 
株式数（株） 

当事業年度増加 
株式数（株） 

当事業年度減少 
株式数（株） 

当事業年度末 
株式数（株） 

自己株式     

普通株式（注） 37,855 876 － 38,731 

合計 37,855 876 － 38,731 

第18期 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

第19期 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年９月20日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
（百万円） 

減価償却 
累計額 
相当額 
（百万円） 

期末残高 
相当額 
（百万円）

工具器具備品 912 383 529 

無形固定資産 261 145 116 

合計 1,174 528 645 

 
取得価額 
相当額 
（百万円）

減価償却 
累計額 
相当額 
（百万円） 

期末残高 
相当額 
（百万円）

工具器具備品 1,089 450 639 

無形固定資産 228 116 112 

合計 1,318 566 751 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

   未経過リース料期末残高相当額 

１年内 222百万円 

１年超 437百万円 

合計 660百万円 

１年内 249百万円 

１年超 517百万円 

合計 767百万円 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 239百万円 

減価償却費相当額 222百万円 

支払利息相当額 19百万円 

支払リース料 292百万円 

減価償却費相当額 273百万円 

支払利息相当額 20百万円 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

（減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

    前事業年度(自平成16年９月21日 至平成17年９月20日)及び当事業年度(自平成17年９月21日 至平成18年９月

20日)のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（税効果会計関係） 

第18期 
（平成17年９月20日現在） 

第19期 
（平成18年９月20日現在） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（単位：百万円） （単位：百万円）

繰延税金資産  

賞与引当金損金不算入額 123 

未払事業税 30 

貸倒引当金損金算入限度超過額 65 

退職給付引当金損金不算入額 315 

役員退職慰労引当金損金不算入額 123 

その他 70 

繰延税金資産合計 729 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △135 

繰延税金負債合計 △135 

繰延税金資産の純額 594 

繰延税金資産  

賞与引当金損金不算入額 105 

未払事業税 2 

貸倒引当金損金算入限度超過額 82 

退職給付引当金損金不算入額 275 

役員退職慰労引当金損金不算入額 152 

関係会社株式評価損 1,579 

その他 151 

繰延税金資産小計 2,348 

 評価性引当額 △1,663 

繰延税金資産合計 685 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △156 

繰延税金負債合計 △156 

繰延税金資産の純額 528 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳 

（単位：％） 

法定実効税率 40.0 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.5 

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 
△0.4 

住民税均等割 3.6 

ＩＴ促進特別税額控除 △1.3 

その他 △0.5 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.9 

    当事業年度は税引前当期純損失のため、記載して

おりません。 



（１株当たり情報） 

 （注）１．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

     ２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

第18期 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

第19期 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年９月20日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

１株当たり純資産額 1,298.10円 

１株当たり当期純利益 70.58円 

    なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純

損失であるため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 908.91円 

１株当たり当期純損失 314.78円 

 
第18期 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

第19期 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年９月20日） 

当期純利益又は当期純損失（△）（百万円） 801 △3,508 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 34 － 

（うち利益処分による役員賞与金 (百万円) ) (34)        (－) 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△）

（百万円） 
767 △3,508 

期中平均株式数（株） 10,866,908 11,147,317 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要 

  

－ 

 第１回無担保転換社債型新

株予約権付社債（額面金額400

百万円）。 

 なお、第１回無担保転換社

債型新株予約権付社債の概要

は「社債明細表」、新株予約

権の概要は「第４ 提出会社

の状況、１ 株式等の状況 

(2)新株予約権等の状況」に記

載しております。 

 
第18期 

（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

第19期 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年９月20日） 

純資産の部の合計額（百万円） － 10,786 

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） － － 

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） － 10,786 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普

通株式の数（株） 
－ 11,867,756 



（重要な後発事象） 

第18期 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

第19期 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年９月20日） 

１. 当社は、平成17年９月21日付で当社の100％出資子会

社である㈱ファルコバイオシステムズ東京（本店：東京

都世田谷区）を吸収合併いたしました。 

 合併の概要は次のとおりであります。    

  (1) 合併の目的 

 臨床検査事業の首都圏における営業力の強化並びに

経営の効率化を図るため。 

  (2) 合併期日 

      平成17年９月21日 

  (3) 合併の方式 

  当社を存続会社とする吸収合併（簡易合併）方式

で、㈱ファルコバイオシステムズ東京は解散いたしま

した。 

 (4) 合併比率 

  存続会社である当社は、㈱ファルコバイオシステム

ズ東京の発行済株式の100％を保有しておりますので、

合併による新株式の発行及び資本金の増加は行ってお

りません。 

  (5) 合併交付金 

     合併交付金の支払いは行っておりません。 

  (6) 財産の引継 

  合併期日において、㈱ファルコバイオシステムズ東

京の資産・負債及び権利義務の一切を引継ぎました。 

  なお、㈱ファルコバイオシステムズ東京の平成17年

９月20日現在の財産状態は次のとおりであります。 

  資産合計     676百万円 

   負債合計     464百万円 

  資本合計     212百万円 

 ２. 当社は、平成17年10月１日付で、適格退職年金制度を

廃止し、退職給付制度の一部を確定拠出年金制度へ移行

いたしました。 

 これにより、当社は「退職給付制度間の移行等に関す

る会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用

し、確定拠出年金制度等への移行部分について退職給付

制度の一部終了の処理を行います。 

 本制度変更による業績への影響は、翌事業年度におい

て、特別利益に約190百万円を計上する見込みでありま

す。 

１．当社は、平成18年11月６日開催の取締役会において、

当社の連結子会社である以下の８社を統合し、臨床検査

事業を再編する方針を決定いたしました。 

  事業再編の具体的な方法・日程等につきましては、詳

細決定次第、順次公表いたします。 

  なお、本件事業再編による翌事業年度以降の業績に与

える影響は、軽微であります。 

   （事業再編の対象とする連結子会社） 

     ㈱ファルコバイオシステムズ西日本 

     ㈱ファルコバイオシステムズ兵庫 

     ㈱ファルコバイオシステムズ九州 

     ㈱ファルコバイオシステムズ山陰 

     ㈱ファルコバイオシステムズ福井 

     ㈲飛騨臨床検査センター 

     ㈱志太医研 

     ㈱東予中検  

  

 ２．当社は、平成18年11月20日開催の定時取締役会におい

て、調剤薬局事業を営む当社の100％連結子会社４社

（チューリップ調剤㈱、㈱ファルコクリニカルプラン、

㈱ファーマプロット、㈱MINORI）が株式移転の方法によ

り、純粋持株会社「株式会社ファルコファーマシーズ」

を設立することを決議いたしました。 

  株式移転の概要は次のとおりであります。  

  （1）純粋持株会社設立の目的 

  調剤薬局事業の運営体制を統括的にすることによ

り、事業規模の拡大とグループ経営の効率化を進め、

調剤薬局グループ全体の収益力を高めるため。 

  （2）株式移転をなすべき時期 

  本株式移転をなすべき期日（株式移転期日）は平成

19年１月22日とします。 

  （3）株式移転比率 

  株式移転比率は、チューリップ調剤㈱の株式１株に

対して純粋持株会社の株式1.25株，㈱ファルコクリニ

カルプランの株式１株に対して純粋持株会社の株式

15.5株、㈱ファーマプロットの株式１株に対して純粋

持株会社の株式6.5株、㈱MINORIの株式１株に対して

純粋持株会社の株式１株の割合をもって割当て交付し

ます。  

 



第18期 
（自 平成16年９月21日 
至 平成17年９月20日） 

第19期 
（自 平成17年９月21日 
至 平成18年９月20日） 

    （4）純粋持株会社の概要 

     ①商号 株式会社ファルコファーマシーズ

     ②事業内容 株式または持分の保有による調剤

薬局グループ全体の事業活動の支

配・管理  

     ③本店所在地 京都市中京区河原町通二条上る清

水町346番地 

     ④代表者 代表取締役社長   赤澤 寬治  

     ⑤資本金 30百万円  

     ⑥発行予定株式数 17,090株  

     ⑦決算日 

  

９月20日  

  

   ３．平成18年９月21日から平成18年11月13日までの間に、

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債400百万円全て

について権利行使されております。 

  その概要は次のとおりであります。  

（1）転換社債型新株予約権付社債の減少額 

  400百万円 

（2）資本金増加額 200百万円 

（3）資本準備金増加額 199百万円 

（4）増加した株式の種類及び数 普通株式 

449,690株 

（5）新株の配当起算日    平成18年９月21日 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

（注）竹菱電機株式会社は、平成18年10月１日付で株式会社たけびしに商号変更いたしました。 

  

【債券】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証券 
その他 

有価証券 

㈱松風 166,500 229 

㈱京都銀行 174,050 198 

竹菱電機㈱ 198,000 142 

岩井証券㈱ 66,000 121 

㈱中央倉庫 78,000 113 

上原成商事㈱ 148,000 102 

㈱みずほフィナンシャルグループ 100 100 

大日本スクリーン製造㈱ 90,000 93 

㈱エスケーエレクトロニクス 335 63 

その他（10銘柄） 86,580.22 179 

計 1,007,565.22 1,344 

銘柄 
券面総額 
（百万円） 

貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証券 
その他 

有価証券 

ノムラ・ヨーロッパ・ファイナンス・エ

ヌ・ブイ 
100 100 

計 100 100 



【その他】 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証券 
その他 

有価証券 

（投資信託受益証券）   

新光ジャパンオープンⅡ 5,000 46 

IBJITMジャパンセレクション 4,900 46 

ライジング・ジャパン・オープン 5,000 45 

スーパーテクノロジー 4,100 45 

新光インデックス・マネジメントF225 11,600 37 

三菱UFJ日本株アクティブ・ファンド 1,750 18 

SMAMデュエットファンド 1,051.4773 8 

（投資事業有限責任組合に対する出資）   

バイオフロンティア・グローバル投資事業組

合 
2 228 

ジャフコ・バイオテクノロジー１号投資事業

有限責任組合 
1 94 

バイオ・サイト・インキュベーション１号投

資事業有限責任組合 
10 94 

大阪投資育成第４号投資事業有限責任組合 3 29 

計 33,417.4773 694 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

    ２．当期増加額には、㈱ファルコバイオシステムズ東京との合併による増加額が以下のとおり含まれておりま

す。                       

３．建物の主な増加は、㈱東予中検事務所・検査所66百万円であります。 

４．工具器具備品の主な増加は、熊本研究所検査機器149百万円、総合研究所検査機器144百万円であります。 

５．工具器具備品の主な減少は、除却243百万円であります。 

６．建設仮勘定の主な増加は、熊本研究所162百万円、東海中央研究所101百万円であります。 

７．ソフトウェアの主な増加は、熊本研究所検査システム65百万円であります。 

８．前事業年度において「営業権」として掲記されていたものは、当事業年度から「のれん」として表示してお

ります。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
（百万円）

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末
残高 
（百万円）

有形固定資産        

建物 5,671 129 8 5,793 2,827 164 2,965 

構築物 193 3 － 196 144 5 52 

車両運搬具 10 － － 10 9 0 1 

工具器具備品 4,953 617 251 5,318 4,021 464 1,297 

土地 3,602 119 
50 

(2)
3,671 － － 3,671 

建設仮勘定 55 349 302 102 － － 102 

有形固定資産計 14,487 1,219 
612 

(2)
15,094 7,002 636 8,091 

無形固定資産        

のれん 36 － － 36 34 7 1 

特許権 249 － － 249 159 32 89 

電話加入権 0 0 － 0 － － 0 

ソフトウェア 915 275 41 1,148 641 207 507 

その他 6 － － 6 1 0 4 

無形固定資産計 1,206 275 41 1,440 836 246 603 

長期前払費用 71 224 － 295 63 44 232 

繰延資産 － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

建物  12百万円  

工具器具備品 10百万円 

土地 47百万円  

電話加入権 0百万円  

ソフトウェア 4百万円  



【引当金明細表】 

 （注）１．貸倒引当金の当期増加額のうち９百万円は、㈱ファルコバイオシステムズ東京を吸収合併したことによるも

のであります。 

    ２．貸倒引当金の当期減少額(その他)は、回収に伴う取崩(19百万円)、洗替による処理(７百万円)、特定の債権

に対する回収見込額の増加による戻入(４百万円)によるものであります。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 185 68 3 32 218 

賞与引当金 309 263 309 － 263 

役員退職慰労引当金 308 128 56 － 380 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

１）現金及び預金 

２）受取手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 2 

預金  

当座預金 655 

普通預金 1,590 

その他 7 

小計 2,253 

合計 2,256 

相手先 金額（百万円） 

医)庸愛会富田町病院 11 

医)毛利病院 4 

医)朋愛会サンタマリア病院 3 

医)総心会長岡京病院 3 

友紘会病院 3 

藤田記念病院 3 

その他 35 

合計 66 

期日別 金額（百万円） 

平成18年10月 20 

平成18年11月 19 

平成18年12月 15 

平成19年１月 7 

平成19年２月 2 

平成19年３月 以降 1 

合計 66 



３）売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注）消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

４）商品 

５）製品 

相手先 金額（百万円） 

㈱ファルコバイオシステムズ兵庫 461 

㈱ファルコバイオシステムズ九州 377 

国立病院機構大阪南医療センター 48 

㈱ファルコバイオシステムズ山陰 45 

医）協仁会小松病院 44 

その他 3,410 

合計 4,388 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

4,456 21,387 21,456 4,388 83.02 75.47 

品目 金額（百万円） 

電子カルテ 21 

合計 21 

区分 金額（百万円） 

生化学的検査 5 

血清学的検査 0 

血液学的検査 3 

寄生虫学的検査 0 

微生物学的検査 3 

病理学的検査 4 

特殊検査他 5 

合計 21 



６）検査試薬 

７）仕掛品 

８）貯蔵品 

区分 金額（百万円） 

生化学的検査 44 

血清学的検査 10 

血液学的検査 22 

寄生虫学的検査 1 

微生物学的検査 15 

病理学的検査 1 

特殊検査他 42 

合計 135 

区分 金額（百万円） 

生化学的検査 5 

血清学的検査 2 

血液学的検査 2 

寄生虫学的検査 0 

微生物学的検査 7 

病理学的検査 2 

特殊検査他 17 

合計 35 

区分 金額（百万円） 

検査用消耗品 23 

営業用消耗品 40 

合計 64 



② 固定資産 

１）関係会社株式 

③ 流動負債 

１）買掛金 

会社名 金額（百万円） 

チューリップ調剤㈱ 742 

コスミック㈱ 714 

㈱ファルコバイオシステムズ兵庫 468 

㈱ファルコクリニカルプラン 200 

㈱ファーマプロット 174 

㈱ファルコバイオシステムズ西日本 118 

㈱フレスコメディカル 90 

㈱ファルココミュニケーションズ 80 

㈱ファルコバイオシステムズ福井 69 

㈱ファルコバイオシステムズ九州 48 

㈱志太医研 41 

㈲飛騨臨床検査センター 32 

㈱ファルコライフサイエンス 29 

㈱MINORI 18 

㈱ファルコバイオシステムズ山陰 17 

㈱東予中検 15 

合計 2,863 

相手先 金額（百万円） 

アルフレッサ㈱ 105 

㈱エスアールエル 105 

㈱アテスト 98 

アボットジャパン㈱ 78 

ファディア㈱ 74 

その他 503 

合計 967 



２）短期借入金 

３）１年以内返済予定長期借入金 

４）未払金 

④ 固定負債 

１）長期借入金 

相手先 金額（百万円） 

㈱京都銀行 1,670 

㈱三菱東京UFJ銀行 750 

㈱みずほ銀行 370 

住友信託銀行㈱ 320 

合計 3,110 

相手先 金額（百万円） 

㈱京都銀行 592 

㈱三菱東京UFJ銀行 350 

㈱みずほ銀行 208 

住友信託銀行㈱ 57 

明治安田生命保険相互会社 16 

合計 1,225 

相手先 金額（百万円） 

㈱フレスコメディカル 58 

㈱ファルココミュニケーションズ 53 

テルモ㈱  52 

㈱ファルコバイオシステムズ西日本  32 

㈱ファルコバイオシステムズ九州 23 

その他  960 

合計 1,180 

相手先 金額（百万円） 

㈱京都銀行 1,309 

㈱三菱東京UFJ銀行 828 

㈱みずほ銀行 466 

住友信託銀行㈱ 200 

日本生命保険相互会社 200 

明治安田生命保険相互会社 17 

合計 3,022 



(3）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

（注）決算公告に代えて貸借対照表及び損益計算書に係る情報は、当社ホームページに掲載しております。 

 (ＵＲＬ http：//www.falco.co.jp) 

決算期 ９月20日 

定時株主総会 決算期の翌日から３ヶ月以内 

基準日 ９月20日 

株券の種類 100株券 1,000株券 10,000株券 

中間配当基準日 ３月20日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

  当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第18期）（自 平成16年９月21日 至 平成17年９月20日）平成17年12月16日近畿財務局長に提出 

    (2）半期報告書 

        （第19期中）（自 平成17年９月21日 至 平成18年３月20日）平成18年６月16日近畿財務局長に提出 

(3）臨時報告書 

 平成17年11月14日近畿財務局長に提出 

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書であります。

 平成18年10月18日近畿財務局長に提出 

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与え

る事象）に基づく臨時報告書であります。 

(4）有価証券届出書及びその添付書類 

        平成18年３月７日近畿財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１５日

株式会社ファルコバイオシステムズ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ファル

コバイオシステムズの平成１６年９月２１日から平成１７年９月２０日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ファル

コバイオシステムズ及び連結子会社の平成１７年９月２０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成１７年１０月１日付で、退職給付制度の一部を確定拠出年金制度へ移行し

ている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 水 野 訓 康 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 味 谷 祐 司 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 井 晶 治 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１４日

株式会社ファルコバイオシステムズ 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ファルコバ

イオシステムズの平成１７年９月２１日から平成１８年９月２０日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに連結財務諸

表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用し

た会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。私どもは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ファルコバ

イオシステムズ及び連結子会社の平成１８年９月２０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
追記情報 

 １．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より固定資産の減損

に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

 ２．重要な後発事象１．に記載されているとおり、会社は平成１８年１１月６日開催の取締役会において、会社の連結子会社８社

を統合し、臨床検査事業を再編する方針を決定した。 

 ３．重要な後発事象２．に記載されているとおり、会社は平成１８年１１月２０日開催の定時取締役会において、調剤薬局事業を

営む１００％連結子会社４社が株式移転の方法により、持株会社を設立することを決議した。 

 ４．重要な後発事象３．に記載されているとおり、平成１８年１１月１３日までの間に、第１回無担保転換社債型新株予約権付社

債４００百万円全てについて権利行使されている。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員及び公認会計士前野芳子との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  
 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 桑 木   肇 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 井 晶 治 

      

前 野 公 認 会 計 士 事 務 所 

公 認 会 計 士      前 野 芳 子 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１５日

株式会社ファルコバイオシステムズ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ファル

コバイオシステムズの平成１６年９月２１日から平成１７年９月２０日までの第１８期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ファルコバ

イオシステムズの平成１７年９月２０日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 １．重要な後発事象１．に記載されているとおり、会社は、平成１７年９月２１日付で、１００％出資子会社である株式会社ファ

ルコバイオシステムズ東京を吸収合併している。 

 ２．重要な後発事象２．に記載されているとおり、会社は、平成１７年１０月１日付で、退職給付制度の一部を確定拠出年金制度

へ移行している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 水 野 訓 康 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 味 谷 祐 司 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 井 晶 治 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１４日

株式会社ファルコバイオシステムズ 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ファルコバ

イオシステムズの平成１７年９月２１日から平成１８年９月２０日までの第１９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は

独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに財務諸表に

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会

計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでい

る。私どもは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ファルコバイオ

システムズの平成１８年９月２０日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。 
  
追記情報 

 １．会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当

該会計基準により財務諸表を作成している。 

 ２．重要な後発事象１．に記載されているとおり、会社は平成１８年１１月６日開催の取締役会において、会社の連結子会社８社

を統合し、臨床検査事業を再編する方針を決定した。 

 ３．重要な後発事象２．に記載されているとおり、会社は平成１８年１１月２０日開催の定時取締役会において、調剤薬局事業を

営む１００％連結子会社４社が株式移転の方法により、持株会社を設立することを決議した。 

 ４．重要な後発事象３．に記載されているとおり、平成１８年１１月１３日までの間に、第１回無担保転換社債型新株予約権付社

債４００百万円全てについて権利行使されている。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員及び公認会計士前野芳子との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  
 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 桑 木   肇 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 井 晶 治 

      

前 野 公 認 会 計 士 事 務 所 

公 認 会 計 士      前 野 芳 子 
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